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(要旨）

『グローバル化時代の科学技術立国』

－電子・通信産業の立場から－

世界の産業活動のグローバル化、ポーダレス化の影響を受けて、日本の製造業の海外進出が活発とな

り、国内生産が海外生産に振り変わる産業空洞化現象が顕在化しつつある。このような背景の中で製造

部門に引き続き研究開発の海外進出も積極的に進められており、研究開発分野にもボーダレス化の波が

押し寄せ始めている。第16期電子・通信工学研連では、研究開発の海外進出が研究開発の空洞化に結び

付き、日本の将来の科学技術の基盤に重大な影響を与えるのではないかという危機感から、「グローバル

化時代の科学技術立国」を今期のテーマとして取り上げ、検討を行った。

具体的な問題へのアプローチの方法として、第１ステップとして、全産業を対象に研究開発拠点の海

外進出現象を分析して、その全体像の把握につとめた。第２ステップとして、本研連に関連する「半導

体・コンピュータ産業」を取り上げ、アンケート調査をベースに、「グローバル化時代の科学技術立国」

の問題点を整理し、その主要課題として、①日本国内技術者の雇用確保、②日本国内での研究開発環境

整備の２点を取り上げた。さらに、この課題に対する対策の基本的考え方は、①国際的な競争力を有す

る成長産業の育成、②国際的に魅力ある研究開発環境の整備の２点であるとの結論に達した。

国際的な競争力を有する成長産業の育成に対する課題については、'情報産業分野では、産業規模、日

本の産業の方向性、社会ニーズとの合致等の観点から、「マルチメディア産業」を選定した。雇用吸収力

確保の観点から「マルチメディア産業」に対する人的および資金のリソースの拡大と集中が必要である

ことを提言とした。さらに、研究開発グローバル化の問題点である「研究開発のニーズに密着した部分

（上流工程）およびソフトウエア研究開発」を日本国内に呼び戻し、デファクト標準を提案し、メガコ

ンペティションに生き残るための技術戦略として「非言語技術に焦点を当てた研究開発」を示した。

また、国際的に魅力ある研究開発環境の整備の課題に対しては、まず低廉な料金で使用できる高速高

機能な「研究‘情報ネットワーク」を国の公的支援のもとで、民間主導で早期に構築することを提言して

いる。さらに、このネットワークを国外にも接続または拡張し、世界的なマルチメディア・サービスの

テストベッドを目指した展開を図ることを提言とした。

「グローバル化時代の科学技術立国」を実現するためには、上記のネットワークだけではなく、研究

開発をリードし、かつ国際的に通用する人材の育成、および日本の産業に活発なダイナミズムを与える

社会の変革も必要である。「創造性」が豊かで強烈な「個性」を有する問題発掘型の人材育成の観点から、

｢教育／大学の改革」の章を起こして人材育成に必要な項目を提起した。さらに、「社会の変革」につい

ては、ネットワーク社会を実現する観点からの規制撤廃（緩和）および人材の流動化の施策についても

提言した。

このように、本テーマは研究開発だけでなく、産業、社会構造、教育問題、規制等広範囲な分野に関

連し、最終的には社会全体の国際化の議論に到達する。すなわち、今後のグローバル化時代の中で日本

の研究開発が発展を維持していくためには、社会全体の国際化が必須な条件であることを示している。

今回の提言が踏台となり、２１世紀のグローバル化時代の新たな日本像を目指して、この問題に対する検

討のさらなる展開を期待するものである。
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『グローバル化時代の科学技術立国」
－電子・通信産業の立場から－

'情報専門部会研究開発空洞化対策ＷＧ

１．はじめに

世界の産業活動のグローバル化、ポーダレス化

の影響を受けて、日本の製造業の海外進出が活発

となり、国内生産が海外生産に振り変わる産業空

洞化現象が顕在化しつつある。このような背景の

中で製造部門に引き続き研究開発の海外進出も積

極的に進められており、研究開発分野にもポーダ

レス化の波が押し寄せ始めている。情報専門部会

では、研究開発の海外進出が研究開発の空洞化に

結び付き、日本の将来の科学技術の基盤に重大な

影響を与えるのではないかという危機感から、日

本学術会議電子･通信工学研連と協力して、「グ

ローバル化時代の科学技術立国」を今期のテーマ

として取り上げ検討を行った。

具体的な問題へのアプローチの方法として、第

１ステップとして、全産業を対象に研究開発拠点

の海外進出現象を分析して、その全体像の把握に

つとめた(')。第２ステップとして、情報専門部会に

関連する「半導体・コンピュータ産業」を取り上

げ、アンケート調査をベースに、「グローバル化時

代の科学技術立国」の問題点を整理し、その課題

として、①日本国内技術者の雇用確保、②日本国

内での研究開発環境整備を取り上げた。さらに、

この課題に対する検討プロセスの中で、その基本

的考え方は、①国際的な競争力を有する産業の育

成、②国際的に魅力ある研究開発環境の整備との

２点であるとの認識に達した。

本報告は、上記の基本的な考え方の具体化を試

みたもので、電子・通信産業分野の立場から、世

界的な競争力を有する産業として「マルチメディ

ア産業」を選定し、本産業がメガコンペティショ

ンに生き残るための技術として「非言語技術に焦

点をあてた研究開発戦略」の提案を示している。

さらに、研究開発環境の国際化に関連しては、「研

究情報ネットワーク整備｣、「人材育成の観点から

の教育改革｣、海外に比較して魅力ある条件の整備

の観点から「規制撤廃（緩和）等を考慮した社会

の変革」について提案している。

上記に示すように、「グローバル化時代の科学技

術立国」のテーマは、電子・通信工学の技術論で

は収まらず、日本の産業、社会構造、教育問題、

規制等に関連する社会変革にまで波及し、情報専

門部会の専門領域を大幅に越えたものとなった。

このため、現在までの検討結果を一試案の形で提

言をまとめることにした。我々としてはこの試案

を踏台とした、この問題に対する検討のさらなる

展開を期待するものである。

2．半導体・コンピュータ産業のグ
ローバル化の調査

電子・通信産業のグローバル化の基本的な傾向

を明らかにするために、日本の電子・通信産業／

技術を牽引しているコンピュータ・半導体会社の

主要10社および主要10大学にアンケート調査をし

た。以下に電子・通信工学分野の特徴を示す。

２．１製造部門の海外進出

・半導体及びコンピュータ産業の海外生産比率の

平均値は約25％であり、この値は全製造業平均の

約２倍であり、グローバル化がより進展している

ことがわかる（図１）。

・半導体産業については製造は国内、海外に分布

しており、半導体の海外生産はＭＯＳメモリーや

ＭＯＳマイクロにおいて顕著であり海外生産比率

50％以上に達する社もある。また、コンピュータ

産業では、在来製品であるメインフレームは生産

も研究開発も殆ど国内で行われているが、パソコ

ンについては海外生産比率が50％に達する企業も

ある。
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２．２研究開発の海外進出

・半導体及びコンピュータ産業の研究開発の海外

進出比率（要員または研究開発費）は現状（96年

度）で平均値は約５％、５年後の2000年にはほぼ

倍増の９％になると予想されている（図２)。

（「平成７年度民間企業の研究活動に関する調

査」(2)によれば、全産業の研究開発拠点の海外進

出比率（企業数）は、全産業の平均は約１８％であ

るが、電子・通信分野では約31％となり、研究開

発拠点についても、平均以上にグローバル化して

いることがわかる（図３)。）

・半導体産業の製造に関わる事業活動は国内、海

外に分布しており、これを現場で支援する牛産密

着型の技術開発は事業所に付随する形で現地化し

ている。また、ＡＳＩＣ用ＣＡＤ（自動設計）に代表

される研究開発のニーズに密着した部分（上流工

程）を海外に進出させる動きが生じている。

・コンピュータ産業は、在来製品であるメインフ

レームは生産と同様に研究開発も殆どが国内で行

われているが、パソコンについては、研究開発の

海外進出率が50％に達する例もある。

・新技術分野（新デバイス開発、認識技術、‘情報

圧縮技術等）については、製造が開始されていな

いにも関わらず、現在10％程度の研究開発が海外

で実施されており、５年後には20％程度の倍増が

見込まれている。

・マルチメディアについては研究開発の海外進出

意欲は高く、特に米国進出にはきわめて積極的で

あり、ソフト研究開発の海外展開の指向が強い。

・参考のために各企業の将来予測を示すが、国内

外とも繁栄するという楽観的な予測も示されてい

る（図４)。

・グローバル化の調査から得られる電子・通信産

業の特徴的な状況として以下の２点が示される。

（１）他産業に比較して、製造および研究開発部

門の海外進出がより進んでいる。

（２）研究開発の上流工程およびソフトウエアの

研究開発の海外進出が進められている。

２

3．グローバル化の問題認識

３．１研究開発グローバル化の問題認識

研究開発グローバル化の基本的な問題認識には、

製造のグローバル化が国内研究開発ポテンシャル

に与えるインパクトを明らかにすることが必要で

あり、研究開発の海外進出の理由を探ることが重

要である。今回の海外進出理由の調査結果の中で、

回答の多かった順を示すと以下のようになる（図

５)。

（１）市場ニーズや現地の生産体制などへの対応

に有利である

（２）日本とは異なる発想を持つ人材とコミュニ

ティがある

（３）人件費が安い

（４）‘情報インフラが整備されている

（５）建設費が安い、部品、材料が入手しやすい

（６）法的規制や手続き上の問題が少ない

以上から、研究開発グローバル化には、以下に

示すように、製造部門と一体となって研究開発部

門が海外進出し、国内研究開発技術者の雇用が減

少する量的問題と、研究開発の上流工程の海外進

出にみられるように、研究開発部門が海外進出し

日本が研究ポテンシャルを失ってゆく質的問題の

２つが存在することが分かる。

３．２国内技術者雇用確保の量的問題認識

進出理由の（１）は製造の海外進出に伴い当然

のことであるが、研究／技術開発の海外進出が国

内技術者の雇用の機会を奪う可能性、すなわち量

的問題を示唆している。特に、２章の調査結果の

中には、海外生産比率が50％を越える産業分野も

存在し、この量的な問題が浮き上がってきている。

現在、大企業では製造から他部門への要員シフト

等の企業努力で雇用を確保しているが、通産省の

予測(3)によれば、産業構造の転換が進まず「産業空

洞化」が進行すれば、1995年から2000年までに製

造業の雇用減120万人という衝撃的な分析例も示さ

れている(3)。この減少数は製造業全体の雇用者数

（1360万人('3》）の約９％にあたり、これに比例し

て研究開発技術者数が減少すると仮定すると、（製

短扇１
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造業関連の研究開発技術者が約35万人なので(13)）

約3.2万人の研究開発技術者の雇用が減少すること

になる。この雇用規模は、大学院の理工関係の年

間の卒業生とほぼ同程度の大きさである。

電子・通信分野の技術者の雇用についても、新

規産業への構造変換が全く行われない最悪の場合

を想定すると、電子・通信関連の卒業生の約半数

程度が就職できなくなる可能性もある。（参考資料

２参照）

・具体的な課題としては、国内技術者の雇用確保

のためには、高い研究開発ポテンシャルに裏打ち

された、世界的な競争力を有する成長産業を育成

する必要がある。

３．３日本の研究開発の質的問題認識

進出理由の（２）以降は日本の研究開発環境の

質的問題に対応した理由と考えられ、グローバル

化時代の研究開発について重要な示唆を与える。

すなわち、質的問題が国内の技術革新力の喪失に

むすびつくと、世界の「デ･ファクト・スタンダー

ド」を国内から生み出すことができず、収益の悪

化、国内研究開発への投資減少、国内の技術力お

よび産業のさらなる衰退と悪循環のループに入る

ことになる。さらに、進出理由の（３）、（５）、

（６）は、日本の社会構造とも密接に関連してお

り、規制および慣習に囚われた閉鎖的な社会構造

が日本の「高コスト社会」を生みだしたことに起

因している。

また、先進国の産業にイノベーションを与えて

きたのは「ベンチャービジネス」であるが、日本

にはこの風土および社会的な枠組みが欠けている。

日本の産業構造に新たなダイナミズムを与えるた

めには、社会構造の変革が最も重要であり、さら

には「ベンチャー」にチャレンジする人材の育成

も重要となってくる。このように、世界的なグロー

バル化の中で日本が質的問題を克服し生き延びる

ためには、もはや技術／産業論のみでは解決でき

ず、教育および社会改革まで含めたトータルな処

方が必要なことがわかる。

以上示したように、グローバル化時代に世界で

通用する研究開発を進めるには、日本の国内の人

的、社会的な研究開発環境を国際的に見て魅力あ

るものとすることが必要である。

・具体的な課題としては、研究の上流工程および

ソフトウエア研究開発を日本国内で活‘性化するた

め、研究環境の整備、人材育成に関連する問題、

法的規制等の社会構造の問題を克服する必要があ

る。

３．４ グローバル化時代において国内研
究開発ポテンシャルを維持・向上
させるための課題

研究開発のグローバル化の問題認識で示された

量的および質的問題を克服し、日本国内の研究開

発ポテンシャルを維持・向上させるための課題を

以下に示す。

(ａ)国内技術者の雇用確保

・雇用確保のために育成すべき産業の選定

・世界的な競争力を実現するための研究戦略

(ｂ)国内研究開発環境の整備

・高度情報インフラの整備等の国際的に見て魅

力ある研究環境の整備

・人材育成に関連する問題

・法的規制等の社会構造の問題

4．’情報通信産業の発展と研究開発

日本の情報通信産業は、我々のアンケート結果

に示すように、今後の日本産業を牽引することを

期待されている(１）（図６)。国内技術者の雇用確保

に向けても、今後電子・通信・情報分野で世界的

競争力を有する成長産業を産み出す必要がある。

４．１マルチメディア産業の育成

本分野の成長産業として、表１の予想市場規模

に示すように「雇用確保に充分な産業規模」を有

し、さらに「日本の産業構造変化」「社会ニーズ

との合致」およびその社会への影響度を勘案する

と、マルチメディア産業が最も有望である。

また、マルチメディア産業は、「二次産業」から

「三次産業」への日本の産業構造変化(6)に適合し、

人間の価値観の多様化に対応したサービスを実現

できるので社会ニーズとも合致している。さらに、

本技術はネットワーク社会を構築する情報インフ

ラとして、他産業の活性化、ベンチャー育成等に
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適した柔軟な社会構造の実現等、今後の社会の発

展に貢献できる観点からも大きな可能性を有して

いる。

４．２‘情報通信産業の雇用規模

通信白書(5>によれば、既存の情報通信分野の

1994年の国内生産額は88兆円、雇用者数は401万

人であり、その成長率は過去5年平均でそれぞれ

2.3％と0.6％である。この成長率が2000年まで続

くと仮定すると、増加分として12兆円と14万人、

つまり2000年の国内生産額は約100兆円、雇用者

数は415万人と推定される。通信白書のデータは既

存の情報通信分野についてであり、今後期待され

るいわゆるマルチメディア産業分は含まれていな

い◎

一方今後期待されるマルチメディア産業につい

て、マルチメディア白書('5)によって将来を推定す

る。マルチメディア産業は、白書によれば94年は

1.8兆円、９５年は2.6兆円、９６年は3.8兆円で年率

40％の成長率であり、このまま成長すれば2000年

には12兆円の規模となる。これを新産業分野の平

均生産性2200万円／人で割り算するとすると、５４

万人の雇用が新たに創出されることとなる。

これに前記の既存の情報通信分野の雇用者数増

を加えあわせると、新規雇用増は68万人となり、

マルチメディア産業の成長率が控えめに20％であっ

たとしても、新規雇用増は36万人となる。

４．３リソースの拡大と集中

世界のメガコンペティションに勝ち残る産業を

育成するためには、研究開発投資の拡大と集中を

行い、人的資産及び資金の効率的な運用を図るべ

きである。その基本的な考え方は、成熟分野から

の資金および人的資産の政策的移行である。研究

開発投資と研究開発技術者数の観点から分析を行

う。

既存の情報通信分野および新規マルチメディア

産業の生産額の2000年までの増加分は上記の推定

で24兆円となり、これを生むための新たな研究開

発投資は、現在の電子・通信分野の研究開発投資

売り上げ高比６％を用いると(4>、年1.4兆円となる。

現在の情報通信分野の我が国の研究開発投資額は

４

年２兆円強であり、５割以上の増加が必要である。

国際的競争力のある産業を育成するためにも、国

による減税・融資等の民間企業の研究開発に対す

る積極的な誘導が望まれる。

一方通信白書によれば、‘情報通信分野では全従

業員に対する研究開発者の比は19％であり、前記

68万人の新規雇用を創出するために13万人控えめ

にみても７万人の新たな研究開発者の増加が必要

であり、現在のこの分野の研究開発者数を倍増さ

せなければならない。退職者数を考慮すれば、電

子・通信関連の大学卒業者約３万人、大学院卒業

者５千人のうち1/3以上が新たに研究開発に従事し

なければ、これを達成できないことになる。産業

界のニーズに応えるには、大学における新たな研

究分野の開拓と、専門毎の定員の再配分及び学生

数の増員が必須である。

以上、量的な観点から議論を進めてきたが、雇

用の確保を維持してゆくためには、あくまでマル

チメディア産業が世界的な競争力を維持している

ことが前提であり、そのためには、研究開発技術

者の質の向上も不可欠であり、８章でこの議論を

行う。

5．世界的競争力を実現するための研
究戦略

マルチメディア産業が全ての分野で世界レベル

を維持することは不可能であり、メガコンペティ

ションに勝ち残るための技術分野の選定必要とな

る。世界と対等に競争できる分野で技術の拡大を

図るためには、以下に述べる理由から、まず非言

語技術を中心とした研究開発から出発することを

提案する。

５．１非言語技術に焦点を当てた研究開発

技術戦略を考えるに当たっては、日本の技術ポ

テンシャルの現状を評価しておく必要がある。比

較的高い競争力を有しているのは先端的ハードウ

エア技術、例えば半導体、光通信／無線技術、記

‘億装置（メモリ)、液晶等であり、テレビ、ＶＴＲ

等の民生用電子機器は競争力をなくし始めてい

る(8)(9)(1･)。また、ソフトウエア関連では、米国に

劣っている分野が多いが〔'１）（表１）、アニメーショ

'垂雨Ｉ
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ンおよびゲーム等のエンターテインメント分野で

世界に通用する技術を有している。世界に通用す

る技術は日本語とは直接の関連のない分野である。

このような状況にあるので、技術メガコンペティ

ションに勝ちのこるためには、さしむき日本の強

みである半導体、光通信部品および液晶等のハー

ドウエア部分の競争力のさらなる向上と周辺技術

領域での競争力の確立、ソフトウエアについては

日本語との関連の薄い非言語技術としてネットワー

ク用ソフトウエア技術、画像コンテンツの作成及

び処理技術のさらなる強化を図ることが得策であ

ろう。

さらには、このような研究開発を進めるに当たっ

ては、日本の産業界のみならず、日本の大学がこ

の技術に関する世界のセンター・オブ・エクサレ

ンス（CEO）になり、海外から多数の研究者が訪

門するような魅力ある研究開発環境作りを目指す

べきであろう。

今後、重点的に取り組む研究開発分野の一例と

して、以下の研究開発項目等が考えられる。

。“超”デバイスおよびメモリ技術：半導体産業

の競争力およびマルチメディア産業を支える半

導体に関する基盤技術を手中に収めるため、量

子効果デバイスおよび単電子効果デバイス等を

用いた次世代の超高速、超集積度、極超低消費

電力の新機能通信デバイスの開発を行う。また、

メモリ技術においては、光ディスク等の超大容

量化を行い日本のさらなる向上を目指す。

・光テラビットネットワーク・システム技術：光

の特徴を活かした非常に大容量のネットワーク

を実現させることにより、光通信技術のさらな

る向上を図るｏさらには、本技術は研究開発環

境を向上させる研究情報ネットワークのキー技

術とする。

・メディアフリー･ネットワーキング･コンピュー

ティング技術：日本の強みであるネットワーク・

ハードウエア技術に加えて、メデイアフリーの

マルチメディア・プラットフォーム（‘情報コン

セント等）を実現させるネットワーク用ソフト

ウエア技術（メディア変換／処理／符号化技術、

高速通信用ソフト、ＤＢ技術、セキュリティ等）

の競争力の拡大を目指す。また、コンピュータ

分野においては、アーキテクチャー技術に重点

を置いて、技術力の向上を図る。

・サイパー・スペース用多次元メディア技術：日

本が現在競争力を有しているマルチメディア関

連表示技術（液晶技術、大画面・薄型・超高精

細ディスプレイ等）を、サイバー・スペース用

の立体・臨場感ディスプレイさらには接触感、

体温等の体感用ディスプレイ等に発展させる。

・サイバー・スペース（イメージ）・シミュレー

タ技術：マルチメディアのコンテンツ／ソフト

ウエア分野で今後競争力を向上させるべき技術

として画像イメージ処理技術がある。この分野

と科学技術の融合領域にサイバー・シミュレー

タ技術（バーチャル・エンバイオロメント等と

も呼ばれている）がある。この技術は、最近で

は医学手術のシミュレータ技術にみられるよう

に、科学技術の進歩に大きなインパクトを与え

始めている。さらに、このシミュレーション技

術とＣＧ（コンピュータ・グラフィックス）技術

の融合により、映画等のエンターテインメント

分野でもコンテンツ作成に威力を発揮すること

が期待できる。

・ビジュアルオブジェクト指向型ソフトウエア技

術：上記のシミュレータおよびＣＧ技術に加え

て、操作性を徹底的に向上させるビジュアルオ

ブジェクト指向型ソフトウエア技術が必要であ

る。この技術と上記シミュレータ技術を軸に、

マルチメディアの大マーケットとして期待され

ているコンテンツ分野での日本の基盤を築く。

５．２研究1情報ネットワーク整備と活用

世界的な競争力を有する産業／技術の育成を

バックアップするためには、国際的に魅力ある研

究環境を実現する必要がある。この環境を実現す

るためには、低廉な料金で使用できる高速高機能

な国内の研究情報ネットワークの整備が先決であ

る。さらに、世界のネットワークと容易に接続す

ることをを可能とし、このネットワークを国外に

も張り出してグローバルネットワークを構成でき

ることが必須である。その構築に当たっては、競

争、機動性、技術変化の激しさ等から民間主導と

し、前記の研究開発で得られた技術成果をタイム
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リーに導入しながら、低廉で高速・高機能な研究

情報ネットワークの早期構築を図る。米国のＮＩＩ

構想と同様に国の公的支援（低金利融資、税制優

遇等）の対象とする。さらに、大学等に対しては、

国がネットワークの運用費等の国家予算等を用い

た公的支援を行い、研究者が低廉な価格で使用可

能な研究環境を実現させる。

本ネットワークをベースにして、世界をまたに

かけたマルチメディアのテスト・ベッドを構築し、

国、大学および民間は共同して、以下に示すサー

ビス関連の研究開発を推進する。

・ネットワーク応用の先導：国および公共団体は、

この研究情報ネットワークの技術をベースにし

て、先導的に行政マルチメディアネットワーク、

教育ネットワーク、防災ネットワーク、公的デー

タベース等を構築する。これにより研究情報ネッ

トワーク開発投資回収の支援、ならびにネット

ワーク機能の向上を援助する。

・ネットワーク社会の基本問題：国はセキュリティ

等のネットワーク社会の基本的な問題の研究等

を支援する。

・国際実験の展開：民間および大学は研究情報

ネットワークを用いて国際バーチャルラボの設

立を行い、外国人の異なる発想を取り込んだ共

同研究の実現の「場」を実現する。当面は研究

情報ネットワークを介して規制の少ない外国で

の国際実験の積極的な展開をすすめ、研究環境

の拡大さらには日本のコンテンツおよびハード

ウエアのデファクト標準化推進の足がかりとす

る。

・社会実験の場の構築：将来的には、本ネットワー

クをベースに、外国からのマルチメディア技術

が日本に集まる社会実験の場を構築し、世界の

技術およびサービスの融合の「場」を作り、サー

ビスに関連した研究開発の芽が育成できる環境

を日本国内に実現する。

6．教育／大学の改革

研究開発のグローバル化に対応するためには、

技術戦略のみならず、その技術を担いかつ国際的

に通用する人材の育成が重要である。特に、マル

チメディア技術開発においては、今回の大学の委

６

託研究の調査結果（図７）に示されるように、外

国の大学に期待している異なった発想の人材、さ

らには日本人が不得意とする新たな研究テーマを

発見する問題発掘型の人材、「創造’性ｊが豊かで

強烈な『個性』を有しかつ「異なる価値観』を許

容できる人材の育成が重要になってくる。このよ

うな人材育成は、初等・中等教育から視野にいれ

て、各個人の多様な能力を充分に開花させるよう

な柔軟な教育システムが必要となる。以下に人材

育成の観点から必要とされる項目を示す。

・問題発掘型の人材の育成：これからの研究開発

においては、従来の研究開発パターンである外

国から与えられた先行指標を他より早く実現す

る研究開発ではもはや通用しない。今後は、多

様な視点から問題の本質を見極める能力を有す

る問題発掘型の人材が強くもとめられている。

このため問題解決型人材を育成してきた偏差値

一辺倒の入試制度を改め、広く多様な人材発掘

をめざす入試制度の見直し等が求められる。

・情報発信型の人材の育成：ネットワーク社会の

進展により、個人は直接的に社会に働きかける

ことができ、そこに活躍の場を見い出すことが

可能となる。この時、独創性のあるアイデアの

主張、共感を引き出すデベートおよびプレゼン

テーション能力を有する情報発信型の人材が求

められる。このため、初等・中等教育の段階か

ら個‘性の育成を目指し、幅広い観点から個人の

発表の「場」を提供し、コミュニケーション能

力の向上を図る。

。（人文／社会科学まで考慮した）専門領域の融

合と多角化：マルチメディアに必要な技術は多

様化しており、従来の自然科学を超えて社会／

人文および芸術分野にまで広がっている。この

ため、従来の専門領域をスクッラプ。アンド・

ピルドし、マルチメディアに適した新たな領域

を確立することが必要となる。またマルチメディ

ア技術の基礎技術を有する人材の育成が重要と

なる。前記見直しが進まなければ、マルチメディ

ア産業が研究開発技術者を求めて海外進出する

現象の加速化が危‘倶される。

・人的交流の促進（異スペクトルの導入）：外国

の大学へ期待されている異なった発想、多様な

'国論１
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価値観を日本の大学で実現するためには、異ス

ペクトルを持った人材の登用が必須である。こ

のため、外国人教員のさらなる登用、産業界と

の積極的な人的交流が重要である。特に、社会

ニーズに合致した最先端カリキュラム教育の充

実のためには、実社会を経験した人材の登用を

図る必要がある。さらに、海外大学との単位の

相互認定等を進めて、教育システムの国際化も

必要と考えられる。

・産業界との連携強化と研究成果の評価の確立：

産業界は大学に社会ニーズを提供し、大学はそ

の研究成果を産業界へ積極的移転を行う等、大

学と産業界との協調関係は、両者の刺激のみな

らず産学問のリソースの効率的運用が図れる。

さらには、学生に実践的プロジェクトを経験さ

せることにより、学生にベンチャーマインドを

育成し、新ビジネスを興せる人材育成も図れる。

また、研究成果の公正かつ厳正な評価法の確立

も必要であり、これによりタイムリーな研究テー

マの選定とリソースの投入を行うことができる。

。「倫理」「哲学」教育の充実：「ネットワーク

社会」では、個人情報の流布、ポルノ、パスワー

ドの不正使用等の新たな問題が出現しており、

今後、新たな視野からの「倫理」教育の充実が

必要となる。また、「哲学」は、技術と社会がま

すます融合する中で、人間および社会の問題の

本質を考える力を養成するために、特に、技術

者にとって必要な教育となっていくであろう。

・基盤技術教育の重視：マルチメディア技術は自

然科学の領域を越えて発展しようしており、教

育も最先端技術に注目が移り、古典的な基盤技

術が忘れさられかねない。しかし、基盤技術教

育の見直しを行い、新たな先端技術の創出の観

点から基盤技術教育をより充実させることが、

日本の技術ポテンシャルを維持する上で重要で

ある。

最後に、国内研究開発環境を国際的に通用する

ものに変革するためには、国内学会の国際化、国

際的にコミュニケーションを図れる実践的英語教

育等の視点も重要である。

７．社会の変革

技術のメガコンペテイションを勝ち抜くために

は、技術戦略、人材の育成のみではなく、日本の

産業に活発なダイナミズムを与える社会の変革が

望まれる。「産業／研究開発のグローバル化」の背

景にあるのは日本社会の「閉鎖‘性」であり、その

打破のためには、規制撤廃等を進めて日本の研究

開発環境を海外に比較して魅力あるものにする国

際化の視点が重要である。本章ではマルチメディ

アに関連した議論に限定して、ネットワーク社会

を実現する観点からの規制撤廃、社会の変革性を

より引き出すための雇用流動化について提言を行

う。

７．１規制撤廃（緩和）

マルチメディア技術が活かされない規制の一例

を以下に示す。ただし、現在、これらの規制も順

次見直しが進められている。

(ａ)対面必要の規制（マルチメディアの距離の克

服が活かされない例）

遠隔医療（医師法等)、遠隔義務教育（学校教

育法等)、民事訴訟等のオンライン裁判（民事訴訟

法等)、テレビ会議を利用した企業内の取締役会

（商法等)、テレコミューティング（在宅勤務）の

実現（労働基準法等)、商取り引きや官庁の申請

における本人の確認（対面説明の要求）のマルチ

メディア化、・医療品、酒のオンライン販売（薬

事法等の店舗販売の原則)、不動産および航空券等

のオンライン販売（宅地建物取引業法等の取引条

件の対面説明）

(ｂ)電子情報の法的有効化規制（電子化文書が活

かされない例）

自治体の各種申請のオンライン化または電子的

文書の採用（自治省通達等)、経理システムの完全

なオンライン化（商法等)、公文書の電子的保存、

電子化された処方菱の交付（医師法等)、商取り引

きにおける電子化されたデータの有効化（訪問販

売法等)、電子取引（EDI）の拡大普及（会計法

等）

（ｃ)広告・宣伝の規制（ネットワーク技術が活か

されない例）
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インターネットによる通販の広告（誇大広告の

禁止、訪問販売法)、インターネットによる医薬品、

化粧品などの広告（内容のチェック、薬事法)、イ

ンターネットによる懸賞広告（額の制限、景表法／

独占禁止法）

(ｄ)多様なコンテンツの流通の促進に関する著作

権について

ＤＢ等の著作権適用の見直し、映像ソフト等の二

次利用の権利処理体制確立

日本の閉鎖‘性の改善には、上記の法的規制の撤

廃のみならず、既得権益に固執する業界体質の打

破の双方が必要である。ネットワーク社会の情報

公開機能を活用して、この暗黙の規制システムに

メスをいれることも重要である。

７．２雇用流動化の促進と活用

ベンチャー企業の育成、チャレンジングな人材

の育成、多彩な人材の育成観点から、上記の規制

のみならず人材の流動化の施策も重要である。

・フレクシブルな雇用制度：企業において、人材

の流動性を促進するための退職金制度等の見直

しを始め、任期制、通年採用制、年俸制等のフ

レクシブルな雇用制度を採用する。

・雇用流動化を促進する新規産業の育成制度：新

産業の温床となるベンチャー企業育成のため上

場規制の緩和、ストックオプション制度、ベン

チャー企業に対する優遇施策を促進し、技術イ

ノベーションおよび雇用制度の変革を推進する。

・海外交流の促進：異なる発想の人材をより多く

日本へ導入する観点から、訪日外国人研究者の

優遇施策（大学・国研等の外国研究者の待遇改

善）を行う。また日本人研究者の海外滞在を容

易にする人事制度、海外派遣制度等の整備を行

う。

最後に、社会の変革に重要な事は、法律的な枠

組み、人的な枠組みの変革に続いて、社会を構成

している人間の価値観（意識）の変革である。社

会を変革する全く異なった発想の出現を期待する

ためには、現在のように構成員がいつも他人と同

質であることに安心感を得る社会ではなく、あら

ゆるスペクトルの情報に対しても耳を閉ざすこと

なく受け入れることが必要である。すなわち、『異

８

端を許容出来る社会』に変革し、その中で『ディ

ベート」を通してあらゆる観点から議論し、自ら

の手でグローバル化時代の未来を構築することが

重要である。

８．まとめ

当初、「研究開発空洞化」の問題意識からスター

トしたが、その検討途上において世界および日本

の経済状態は激しく変化し、本問題は、「グローバ

ル化時代の科学技術立国」のあり方として本格的

に取り組む必要があるとの認識に大きく変貌した。

本報告では、これらの意識の変化を背景に、「グ

ローバル化時代の科学技術立国」の問題点を整理

し、その課題として、①日本国内技術者の雇用確

保、②日本国内での研究開発環境整備を取り上げ、

その課題に対する対策を示した。さらに、この課

題の検討プロセスの中で「グローバル化時代の科

学技術立国」の基本的考え方は、①国際的な競争

力を有する産業の育成、②国内研究開発環境を国

際的に魅力あるものに変革することであるとの認

識に達した。

具体的対策として、産業規模、日本の産業の方

向性、社会ニーズとの合致等の観点から、「マルチ

メディア産業」を育成し、「国内の技術者の雇用創

出」を目指すことを提案した。さらに、世界的な

競争力を有する産業とするために、研究開発グロー

バル化の問題点である「研究開発のニーズに密着

した部分（上流工程）およびソフトウエア研究開

発」を日本国内に呼び戻し、メガコンペティショ

ンに生き残るための技術戦略として「非言語技術

に焦点を当てた研究開発」を試案として示した。

また、国際的に魅力ある研究開発環境の整備の論

点として、世界的なマルチメディア・サービスの

テストベッドを目指した「研究情報ネットワーク

整備｣、人材育成の観点から「教育の改革｣、規制

撤廃（緩和）等の「社会の変革」の提言も行った。

本報告では、現在の電子・通信工学の牽引車で

ある半導体産業に対する提言は言及しなかったが、

半導体産業は、物理屋が主導権を握っていたハー

ド面の進化から、機能や応用面を重視してより高

い付加価値を得るためのパラダイム転換が起きよ

うとしている。このアナロジーは、書物の出版に

’畠扇１

'曾論リ
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鯛

あって、印刷技術の時代から、本そのものの出版

企画・編集という付加価値にポイントが移行した

ことになぞらえられる。これは、ハードウエアか

らコンテンツヘというマルチメディアの進化形態

と同一のものである。半導体産業もハードからア

プリケーションに移行しつつあるので、本報告の

提言が基本コンセプトとして流用できるであろう。

グローバル化時代の研究開発の検討を進めてき

たが、この議論は、最終的には社会全体の国際化

に到達する。すなわち、研究開発を活‘性化するた

めには、価値観の多様化、個人の影響力の拡大、

異文化流入の促進等の社会変革を行い、ヒューマ

ニスティックでかつ合理的な社会を実現すること

が必要である。これは、外国人が日本に住みたい

と思える環境と、また若い人が国際人として活躍

できる環境の実現することであり、日本の社会自

体を国際化し、国際的に受け入れられる社会を築

くことである。国際化こそ今後のグローバル化時

代の中で日本が生き延びてゆくために必須な条件

であろう。
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図４研究開発の海外展開に対する見解
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《マルチメディア市場の予測例 》

海外大学への委託理庄

ZＺ

灘
Ａ：人件費が安い

Ｂ：日本と異なる発想の人材及び
そのコミュニティーがある

図７海外大学への研究委託理由Ｃ：市場のニーズ・現地生産体制
への対応に有利

Ｄ：余人に代えがたい高い研究能力

Ｅ：大学の技術レベルを見込んで

綴
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出典：CouncilonCompetitiveness（1994）

表２米国産業の情報通信分野に関する技術評価

綱

出所：94年麿侭報通簡ハンドブック

（禰翻通低総合研究所ノのデータに一j3IEB〃

表１マルチメディア市場の予測例

分野 評価結果

ソフトウェア ･全ての分野で米国が優位

コンピュータ
･ハードウェア製造は競争状態

･その他の分野は全て米国が優位

ﾋｭーﾏﾝｲﾝﾀーﾌｪーｽ ･全ての分野で米国が優位

データベース ･全ての分野で米国が優位

通信・ネットワーク
･広帯域交換機、デジタルシステム、光ファイバシステムは、
競争状態にあるが米国優位に移りつつある

･多重伝送は競争状態

移動端末・システム

･ＤＳＰ（DigitaISignaIProcessor）は競争状態にあるが米国優位に
移りつつある

･周波数利用技術は競争状態

･送・受信機技術は米国優位にあるが競争状態に移りつつある

予測主体 予測範囲 予測対象

サービス 綱鰯

予測年次 市糧規燐
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（参考資料１）

｢研究開発の海外展開に関する調査報告書（半導体コンピュータ関連)」

まえがき

エレクトロニクスは図１に示すように、これか

らの発展が期待される産業分野の一つである。図

２の統計にもあるように、半導体、コンピュータ

は電子産業の主力を占めている。これからのマル

チメディアと情報化はこの傾向をますます強める

であろう。

さて、企業の生産拠点海外シフト（安価労働市

場傾斜、輸出入貿易問題などを含む）に伴い、製

造に密着した開発部門、開発に近い研究部門の海

外展開は、図３，４に示すように統計上にも表れ

はじめている。日本の基幹産業の一つである電子・

通信産業分野においても、このことは免れ得ない。

1980年代後半の好景気時に作られた海外研究所、

現時点でのグローバルオプティマイゼーションと

が混在して、企業の研究開発にも構造的な大変革

が迫っている。それと平行して、大学における研

究の役割、教育の在り方、産業界との関わり方も

問われ直されつつある。

そこで半導体、コンピュータをケーススタディ

として、研究開発競争力変化の動向を概観すると

ともに、これにとどまらず起こるであろう産業地

盤の変動に対して、国としての施策、将来を担う

であろう次世代人材育成への提言を行うことを本

ＷＧの目的とする。

このため、本分科会では、1996年６月から８月

にかけて、アンケート調査を関連企業及び大学に

対して実施し、主要10企業及び６大学からの回答

を得て以下のような結果をまとめた。本調査は、

半導体・コンピュータに関しての、初めての、か

つもっとも詳しい調査であろう。その結果は、半

導体・コンピュータ関係の研究開発状況をよく表

しており、半導体・コンピュータ関連で、研究開

発の競争力変化が起こっているかどうかを判断す

る貴重な材料を提供するものとなった。本調査を

もとに、ＷＧとしての見解をまとめて報告とする。

1２

第一章社業に関するバックグラウン
ドについて

先ず、回答を寄せた企業のアウトラインを把握

するために、いくつかの基本的なデータについて

質問した。このアンケートが、企業の開発行動と

いう戦略‘性の高い内容にかかわるものであるため、

回答企業が特定されないようにＡ、Ｂ等の匿名と

し、項目ごとに順番をランダムにして表示してい

ることをお断りする。Ａ、Ｂ等の記号は、図表ご

とに入れ替わっている。

図５は、1995年時点の企業の売上額である。い

ずれも日本を代表するピッグピジネスについて調

査していることが読み取れる。社によって、連結

の場合と、単独の場合が含まれる。

（１－１）生産の海外依存の現状（図６）

調査対象となった10社の内、生産の海外依存に

ついてのデータを提供したのは７社であり、海外

生産比率を回答したのは５社、半導体部門に関す

る情報であることを明示したのは２社であった。

生産拠点数、または生産額における海外比率は、

Ｏ～55％に分布しており、７社の単純平均は

25.2％である。なお、海外生産を殆ど行っていな

い１社を除いた平均は29.5％である。

この値をほぼ生産額の比率と見なすと、通産省

の調査［１］による1994年の値16％より大きく

2000年の予想値の範囲にあり、妥当な値と考えら

れる。生産額の比率とした理由は、生産拠点を持

つ企業数の割合に関する科学技術政策局の調査

［２］結果では、全業種で約57％、電気機械器具

工業では75％を越えているからである。現状でも

生産額の１／４近くが海外に依存していることに

なり、今後も拡大が予想される。

（１－２）研究開発部門の海外比率（図７）

研究開発部門の海外依存の比率については、人

員比率又は研究開発費比率として回答を求めた。

1995年時点の９社の値はＯ～11.6％であり、平均

は5.2％である。前項の海外生産比率についても回
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答した４社についての海外における（研究開発／

生産）の比率は10～18.2％の間にあって、その平

均は17.8％である。

2000年における研究開発についての海外比率予

測ついては８社が２～22％の値を示し、その平均

は9.3％である。これは、1995年時点の２倍近い拡

大が予想されていることになる。

我が国の製造業の研究活動の海外展開は科学技

術政策局の調査［２］でも、海外拠点を設けてい

る企業の割合は、1987年度調査の15.7％から1995

年度の20.3％へと拡大している。その中でも医薬

品、自動車と並んで通信・電子・電気計測器工業

は最も多いグループに属し35.8％に達している。

海外拠点所有企業数の割合は企業規模と共に増え、

資本金10～50億円では７．３％、５０～100億で

15.6％、100～500億で24％、500億以上では41％

となっている。

また、上記調査によると、一社あたりの海外拠

点数は約2.4カ所であり、設置地域としては、米国

が56.8％、欧州が33.6％、アジアＮＩＥＳが14.8％

である。1985年以降で最初に拠点を設けた地域も

同じ順となっているが、最近ではＡＳＥＡＮ諸国や

中国へも設置が進んでいる。そして、研究開発拠

点設置の理由としては、米国と欧州では「海外ニー

ズに対応した開発、製品改良のため」が最も多く、

｢技術シーズの探索（基礎研究情報の確保）」が

40％以上である。また、「海外の優秀な頭脳の確

保・活用」は地域を問わず30％を越えている。研

究の内容としては、「現地市場向けの製品開発」：

78.3％、「中核技術の開発」：２９％、「生産､性向上

のための研究」：26.3％の順であり、基礎研究と

する割合は企業規模と共に大きくなっている。

（１－３）海外で研究開発を行う理由とそのもたら

すもの（図８，９）

研究開発を海外で実施する理由については、８

つの理由を示して、複数選択の回答を求めた。最

も多い８社が選んだのは、「日本とは異なる発想を

持った人材とそのコミュニティーがある」と「市

場ニーズや現地生産体制などへの対応に有利であ

る」との２者である。続いて、４社が「人件費が

安い」を挙げた。「建設経費が安い｣、「部品、材

料などが得やすい」と、「法的規制や手続き上の問

題が少ない」とはそれぞれ１社が選んでいる。

研究開発の海外依存の進行がもたらすものにつ

いては、研究開発の型として、「Ａ：､空洞化を引き

起こす｣、「Ｂ：空洞化はおこらない｣、「Ｃ：国

内、海外ともに繁栄する｣、の３者択一の設問を

行った。１０社の内、空洞化Ａを選んだ回答はなく、

Ｂは30％、共栄Ｃが70％で、楽観的な見通しが優

勢である。

「異なる発想を持った人材」と「現地市場ニー

ズへの対応に有利」の２者が研究開発の海外展開

の主たる理由であることは、科学技術政策研究所

の調査［３］ともほぼ一致する。後者の理由は、

現地生産に直接寄与し、当該国に関する知識の獲

得に主眼があると見なせる。これに対して、前者

は現地生産から基礎的技術に及ぶ総ての研究開発

に共通したものであって、日本の人材では得難い

発想や思考法、感‘性などを求めるものである。

一方、研究開発の海外展開がわが国の企業へ与

える影響については、７割以上が内外の企業が共

存共栄し、３割が研究開発の空洞化は起きないと

回答している。両者の差は回答者の希望と現実認

識とのずれを表している可能’性もある。いずれに

せよ、企業活動のグローバリゼーションの中で、

研究開発活動における人材活用上の内外ミックス

の今後の望ましい形を追求する努力が必要であり、

その成否が研究開発の空洞化の帰趨を決める大き

な要因となることは確かである。

上述の［２］および、海外研究開発の評価に関

する科学技術庁調査［３］では、海外Ｒ＆Ｄの評

価については電気機械と医薬品分野で聞き取り調

査が行われている。その中では、基礎研究の水準

や人材の質における海外優位性が認識されている

一方で、海外での生産技術開発には問題があるこ

とも明らかにされている。これらのことから考え

ると、比較的大規模な企業の多い半導体・コン

ピュータ分野の海外における研究開発では、より

基礎的な研究に比重を置いた研究の展開が予想さ

れる。

（１－４）５～10年後の企業活動の予想（図10）

５年後の社業に不安を感ずるか、５～10年後の

研究・開発に危機感があるか、という設問で、今

後の見通しを尋ねた。回答９社の内、社業に不安

EAJInformationNo､69／1997年７月Ｚ３



ありとしたのは22.2％で、不安なしは3.5倍の

77.8％である。これに関するコメントとしては、

｢半導体の場合は対応策を既に打ってある」「不安

は皆無ではないが、解決可能」などがあった。

一方、５～10年後の研究・開発についての危機

感に関する質問への回答では、危機感ありが、

33.3％、危機感なしはその２倍の66.7％となった。

コメントとしては社業の不安に関するものと同じ

２者に加えて、「市場マップの先が読めない」と

「研究規模、開発投資ともに拡大」とがあった。

この結果は（市場の先が読めないというコメン

トに象徴されるように）単に将来予測の不確実性

を反映していると見なすこともできるが、技術競

争力の低下に対する潜在的な認識の表れと考える

ことも可能である。もし、後者が真実に、より近

いとすれば、今後の技術進展に対する見通しや、

企業の技術戦略のビジョンを確実なものにしてい

く努力が必要である。

第二章半導体技術分野の研究開発に
ついて

（２－１）半導体分野における概況

半導体の海外生産はＤＲＡＭを中心とするＭＯ

ＳメモリーやＭＯＳマイクロにおいて特に顕著で

ある。回答した１社については、半導体全体とし

て海外生産比率は50％にもなっており、また他の

１社においてもＭＯＳメモリーやＭＯＳマイクロ

で50％を超えるまでになっている。さらに他の１

社においては、ＭＯＳメモリーの生産は国内のみ

で、ＭＯＳマイクロでの海外生産が50％を超えて

いる。ウエハーなどの半導体材料やバッテリー・

ＦＰＤなどの基礎技術においては、海外生産の展

開は見られない。

国内Ｒ＆Ｄは、ＭＯＳメモリーを初めとして回

答した社のほとんどが実施している。国内のＲ＆

Ｄを実施していないのは１～２社である。但し、

ＣＣＤについては、国内のＲ＆Ｄを実施していな

い会社（海外のＲ＆Ｄも実施していない）が半数

に上る。また、基礎技術については、ウエハー・

薬品は半数が実施していない。

拡大を続ける半導体市場の中で、半導体産業は、

単なる部品、経済問題の域を出て、各国の政治、

Z４

防衛問題として発展しつつある。現実に、台湾、

シンガポールなどの東アジア諸国では、国策とし

て半導体産業振興、誘致を実行中である。にも拘

わらず、半導体の生産量は世界規模で見れば、ま

だまだ不足しており、更に、世界的に半導体の生

産拠点、工場が林立するものと考えられる。国策

もあって、半導体生産拠点は欧州や東南アジアで

むしろ増加していくと考えられる。

（２－２）1995年の海外Ｒ＆Ｄ活動（図１１，１２，

１３）

半導体技術分野における海外Ｒ＆Ｄの比率は極

めて小さい。ＭＯＳメモリーのうちＤＲＡＭで10％

（１社)、ＳＲＡＭで10％（２社）の海外Ｒ＆Ｄ

が実施されている。ＭＯＳマイクロでは、プロセッ

サで10％（２社)、マイコンでは10％、２％（３

社)、ペリフェラルでは10％（１社）となっている。

アナログデバイスでは１社が4.8％の海外Ｒ＆Ｄを

実施している。その他の半導体、あるいは基礎技

術では海外Ｒ＆Ｄは実施されていない。海外Ｒ＆

Ｄを実施している場合の理由については、特にＭ

ＯＳマイクロやＡＳＩＣでは「日本とは異なる発

想」や「市場のニーズや現地生産への対応」の回

答が最も多く、米国のマイクロプロセッサ開発に

見られるように、日本の技術者とは異なる能力を

海外Ｒ＆Ｄに期待していのが分かる。また、「人件

費が安い」や「海外生産拠点での実施」の回答も

ある。

海外Ｒ＆Ｄが実施されている場合、将来への影

響は、「空洞化とはならない」が33％、「国内・海

外ともに繁栄する」６７％で、現在実施している海

外Ｒ＆Ｄが国内の空洞化を引き起こす可能性はな

い、と認識している。このあたりを少し考えてみ

たい。

微細加工技術の進歩によって発展してきた半導

体は、集積度の向上により、他の部品を取り込み

進歩を遂げてきた。半導体技術は、物理屋、材料

屋の領域であり、「如何に作るか」が彼らの技術開

発の主目的であった。その結果、製造技術、装置

技術、信頼性技術、および歩留り技術などが大き

く進歩した。

９０年代の後半に入って、集積度の向上により、

システムＬＳＩの時代になり、半導体のチップの

顔慰１
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中にはひとつのシステムが集積化されるようになっ

た。このため、半導体技術はシステム屋の領分と

なり、「如何に作るか」から「何を作るか」にパラ

ダイムシフトが起こった。半導体技術は製造技術・

プロセス技術の開発主体から、アルゴリズム、シ

ステムアーキテクチャなどの、従来システム部門、

セット部門の仕事へと大きく転換した。

さて、市場対応および生産対応の研究開発では、

生産拠点の増加に対応して、海外展開が加速する

ものと考えられる。しかし、直ちにそれが国内の

空洞化となるという訳ではない。一方、パラダイ

ムシフトした半導体技術、アルゴリズム研究やシ

ステムアーキテクチャ技術などでは、必ずしも国

内の空洞化が生じないとはいい切れない。アルゴ

リズム研究やシステムアーキテクチャ、あるいは

ＯＳも含めたコンピュータ技術などでは、やはり

米国に一日の長があり、シリコンバレーを初めと

する米国への研究所進出には少なからぬものがあ

る。これらは今後、半導体部門の研究開発と認識

され、急速に空洞化が進むと思われる。しかしこ

れら上流技術は、会社組織的に見ると、システム・

アーキテクチャ開発部門の業務領域であるため、

半導体の研究開発の空洞化と認識していない可能

'性がある。

（２－３）５年後の海外Ｒ＆Ｄ活動

９５年現在の海外Ｒ＆Ｄの実施比率は極めて小さ

いが（最大で15％程度)、2000年に向けて海外Ｒ＆

Ｄの比率は増加傾向にある。特に顕著なのが、Ｄ

ＲＡＭやＳＲＡＭなどのＭＯＳメモリーの分野で

あり、０％から10％に、あるいは10％から20％へ

の増加傾向が見られる。また、ＭＯＳマイクロ分

野のマイコンでも、１０％から30％への増加が見ら

れる。

さらに、１社のみであるが、ＭＯＳメモリーと

オプトを除いた半導体分野、および基礎技術分野

のバッテリー、ＦＤＰの多くの分野で海外Ｒ＆Ｄ

の強化を回答している。その中でも、アナログ分

野やディスクリート分野での海外Ｒ＆Ｄ強化を考

えているのが、特徴的である。５年後についても、

全体から見れば半導体技術の研究開発の海外展開

は小さく、研究開発の空洞化は起こらない。

（２－４）〈番外#１＞海外に展開した研究開発の

中身について

ここではアンケートに現れない部分を探るため、

アンケートの分析とは別に特定の事例を取り上げ、

その海外展開の内容を調査・報告する。

１．展開分野

ある企業での調査によると、半導体の分野にお

いては、デバイス関係の研究は国内でクローズし

ており、将来とも海外に展開する計画は無い。現

在、海外で研究開発を行っているのはＥＤＡ（Elec・

tronicDesignAutomation、設計自動化）の分野

で、しかも機能設計、論理設計等、ＬＳＩ設計工

程の上流部分およびマクロライブラリ整備に関す

る部分に限られている。すなわち、デバイス設計

等、いわゆる“下流”に位置する部分は国内に閉

じており、システム設計等デバイスから遠いとこ

ろに位置する"上流，，部分の一部を海外に展開して

いる。これは国内半導体メーカーの全体的な傾向

と一致している。

その理由として,デバイス設計、物理レイアウト

設計など下流工程の研究開発は日本側のテクノロ

ジに依存するところが大きく、事業部門との密接

な連携が不可欠であり、物理的に距離の離れた海

外での活動が難しいことがあげられる。上流工程

は下流工程に比べて設計インタフェースの標準化

が進み、各機関固有の技術の影響が少ないことが

あげられる。

２．海外での研究開発の動機について

この事例における海外展開の動機は以下の３点

である。アンケートの項目にある人件費、建設経

費、部品材料等は動機とはなっていない。

２．１人材

まず、メリットとして人材の点があげられる。

EDA(CAD)の分野では米国の方が研究が盛んで、

研究者人口が多く、優秀な人材を集めやすい。ま

た、日本は修士課程修了者が大半であり、企業に

入った後再教育が必要であるが、米国の場合、研

究者はＰｈＤ取得者がほとんどであり、基礎知識、

研究の進め方など、一人前の研究者としての基盤

を備えている。大学の授業で、実際のＬＳＩ設計

を経験し、実務的な知識を有しているものも多い。

２．２コミュニティ

また、この分野におけるコミュニティとのつな
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がりを持っていることも有利である。上記の例で

は、卒業後も出身大学のつながりを密にしており、

夏休みに出身大学の学生(ＳｕｍｍｅｒStudent)と共

同研究を行い、その研究をもとに論文を完成させ

ることもしばしばである。また、研究者間の公式／

非公式な情報の流通も盛んで、論文として発表さ

れる以前に、他の研究者の研究内容を知っている

ケースが多い。日本に比べ国際会議で論文審査で

有利なところもある。実際、この機関は小人数(１０

人あまり）にもかかわらず、この分野の代表的な国

際会議で毎年日本全体からの投稿に匹敵する数の

論文を発表している。

２．３出先機関

日本で開発したシステムを米国で商品化する例

はまだ希であるが、将来商品化して米国で販売す

る場合の、出先機関としての位置づけという点で

も重要である。

３．分散研究体制

３．１連携

この事例では研究開発を海外研究部門～日本側

研究開発部門～日本側事業部門という３極構造で

おこなっている。地理的には分散しているが、相

互の連携を密にするため電子メディア等を活用し

ている。特に、電子メール、電子会議システムの

果たす役割は大きい。

３．２役割分担

海外と日本の住みわけは、まず、海外研究部門

～日本側事業部門では垂直分業を行っている。す

なわちプロトタイプ開発までを海外でおこない、

その実用化を日本で行う。一方、日本側研究開発

部門との間では水平分業となる。下流工程は日本

だけで行う。上流工程は海外と日本の両方で行っ

ているが、テーマ毎に互いに補完するよう調整を

行っている。

３．３日本側からの見方

(1)研究開発部門の見方

彼らのアイデアの創出からそれを実証するため

のプロトタイプ作成までの研究のスピードは非常

に速い。そのため、研究成果の利用という点での

メリットはもちろん、日本側の研究者にとって、

海外の優秀な研究をパートナー得ることができる

ことで、研究上の良い刺激となっている。また、

Z６

彼らを通じて最新の‘情報を入手できるなどのメリッ

トも大きい。

デメリットとしては、交流を行う上での事務的

な負担が増加することがあげられる。

(2)事業部門の見方

事業部門から見た場合は、彼らの研究成果の展

開が関心事となる。彼らの日本側の事業に貢献し

たいという意欲は大きい。そのため、彼らは研究

成果の実用化に向けて日本側メンバーとの連携を

密に行っており、成果展開は比較的順調に行われ

ている。そのため、事業部門にとってもメリット

は非常に大きく、現在では事業部門にとって不可

欠な存在になっているとのことである。

一方、事業部門から見た場合、下記の問題点が

存在する。

彼らは個人個人が独自のテーマを複数個実行し

ており、テーマがバラバラである。そのため、論

文にはなり得ても、それぞれが小さな成果に留ま

り、大きな成果に結びつかない恐れがある。これ

まで、一部テーマでは重点化しているが今後、さ

らに重点化し大きなテーマ数本に絞ることが必要

と見ている。また、同じ理由から、グループ全体

としての長期計画が立てづらいという指摘もなさ

れている。

４．日米の文化の比較

よくも悪くも、彼ら（米国）は個人主義である。

ソフトウエア開発に関して,日米を比較した場合、

米国で、米国人が開発するほうが日本で、日本人

が開発するより早く、使いやすく、しかも安くで

きるというのが一般的である。確かに一定期間に

手早く使えるものに纏めるのは米国人のほうが得

意であり、その背景の一つに文化の違いがあると

いわれる。文化的な側面から日米を比較すると以

下のようになる。

米国

個人主義

個人のキャリアを重視

結果を重視

おおざっぱな文化

大事なところのみ注意

日本

集団主義

組織のために献身

プロセスを重視

箱庭的、匠の文化

隅々まで配慮
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他人の作ったものを

平気で使用

リーダーが即断即決

起案不要

自分で作らないと気

が済まない

会議で決定

ハンコ多数必要

上記、事業部門の感じている問題点は本質的に、

このような文化的背景に起因しているとも考えら

れる。海外の展開は時代の趨勢である。そのため、

相互の文化の特‘性を理解し、お互いに活かす形で

の役割分担で海外展開をはかることが重要である

と考えている。

〈番外終り＞

第三章コンピュータ技術の研究開発
について

（３－１）コンピュータ分野における概要（図１４）

コンピュータ技術について、関連の活動がある

と回答したのは７社である。メインフレーム･スー

パーコンピュータから、パソコン・携帯端末まで

商品によって、３～７社が生産及び、研究開発に

携わっている。海外生産については、積極的な社

と、ほとんど出ていない社とばらつきが見られる。

積極的な社では、パソコンを筆頭に10～50％の海

外比率があると回答されている。パソコンなどの

小型機の海外生産比率が高い傾向が見られるが、

日本語ワープロは国語の特殊性のためか、海外生

産の回答はない。各社とも国内のＲ＆Ｄにはおし

なべて積極的であり、国内売上が「０」と回答さ

れている社でも、Ｒ＆Ｄを実施しているところが

ある。この傾向は小型機ほどその傾向が強く、市

場参入を狙って開発準備をしていると考えるべき

であろう。

全般的特徴を、他の調査と比較したい。科技庁

平成７年度調査の中で、通信電子業界における研

究開発拠点の海外進出は会社数において33.3％で

ある。進出件数において、コンピュータ業界は６

割近い数字であることから、同業平均値の倍近い

勢いであることが分かる。

（３－２）海外Ｒ＆Ｄ概要

９５年現在、メインフレームの海外Ｒ＆Ｄを実施

している社は１社に留まるが、ミッドレンジより

小型の機種では多数海外Ｒ＆Ｄの回答があり、パ

ソコンでは７社中４社が海外Ｒ＆Ｄを行っている。

海外Ｒ＆Ｄの理由は、半導体などと類似の傾向を

示す。（図15）「日本と異なる発想｣、「市場のニー

ズや現地生産に対応」とするものが多く、「人件費

が安い」がこれに続く。また「海外協業先が実施」

という回答があり、企業経営のグローバル化の結

果として、Ｒ＆Ｄが必然的に海外で行なわれてい

る姿が見える。

（３－３）５年後の予測

５年後の将来予想では、二つの傾向が読み取れ

る。一つは、現在の海外Ｒ＆Ｄ比率がまだ高くな

い（Ｏ～１０％程度）グループで、５年後に10％増、

または倍増する海外Ｒ＆Ｄを見込んでいる。一方、

現在既に50％近くの海外Ｒ＆Ｄが行なわれている

グループは、５年後もこの比率は変わらないと考

えている。

将来予測において、現在の海外Ｒ＆Ｄ比率の高

いグループと、現在はまだ高くないグループにお

いて、見通しが大きく異なる結果である。この分

析は興味深いが、現在の海外Ｒ＆Ｄ比率が低いグ

ループのスタンスは、「海外の異能」を求めてＲ＆

Ｄ進出しようとしており、技術革新の速度が早く、

競争が激しい小型機、携帯機などのグループによ

り顕著にこの傾向が見える。一方海外Ｒ＆Ｄ比率

50％超のグループは海外生産拠点、現地協業先が

実施主体であり、必要とされる「海外の異能」は

取り込み済みと見なされるため、これ以上の海外

比率上昇を見込んでいない。これらの海外Ｒ＆Ｄ

50％グループは、先駆者として海外化が飽和した

姿と見ることも出来、現在比率の低いグループは

近い将来何らかの形で50％ラインに近づくと、増

加傾向が止む可能性もある。

リソースの最適配分についての回答が無いため、

現状認識に関する評価は、アンケートの発出元と、

回答者の間で岨鮪の生じる可能性がある。例えば、

ある新技術分野について、半分のリソースを海外

に充てるくらいが、丁度よいと企業が考えている

なら、現状は驚くにはあたらない。一方競争場裏

にある新分野で、基幹となるべき発想の半分も海

外に依存する状況を、危機的と感じるのは大学人

に留まらない。

事実として、海外Ｒ＆Ｄ実施による国内Ｒ＆Ｄ
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空洞化への危機意識は、今回の回答からは全く見

られない。今後のＲ＆Ｄについて、「内外とも発展」

が50％、「将来とも国内空洞化はない」が50％と回

答されている。

（３－４）〈番外#２>アンケート追跡調査・分析

海外に展開することのよい面について、少し掘

り下げて、パイが大きくなる形の展開なのか、出

た分、日本側は減っているのかを分析する

会社の業績によるレイオフが日常的に行われる

米国においても、開発エンジニアのレイオフが始

まることはその会社は危険信号であると言われて

いる。コンピュータ技術の項目にあるように、技

術革新が大きく動いている分野で、５０％のＲ＆Ｄ

勢力が海外にある、または50％を目指して海外比

率が増加している開発体制は、仮に国内勢力の減

少を伴っていないとしても、大きな問題として認

識するべきではなかろうか。にも関わらず、当事

者は空洞化を全く意識していない。

全体のバックグラウンドとして海外への展開が

空洞化を引き起こす型であるとした回答が全くな

かったのだが、「おこさない」が30％に対して「共

栄」が倍以上の70％であるということは、国内勢

力の比率が相対的に減少しても、パイが大きくな

る形で、その規模は減少しないという見通しであ

ることを示唆する。然し、現状維持で満足として

国内勢力拡充の機会喪失に甘んじていくなら、や

がて日本の産業基盤としての技術革新力が浸食さ

れていくことになろう。

半導体、コンピュータが図１，２に示すように

電子産業の主力としてますます発展することによ

りパイは拡大しよう。分野別の集計では半導体で

は57件の内37％は「おこさない」で63％が「共栄｣、

コンピュータでは41件の内49％が「おこさない」

で51％が「共栄｣、新技術開拓分野では49件の内

41％が「おこさない」で59％が「共栄」である。

日本国籍の企業が研究開発の各フェーズ（独創的

な概念の実証フェーズと実用化／製造技術開発

フェーズなど）各国で行うようにグローバルに最

適化することによって「大競争時代」に優位に立

つことはパイの拡大をもたらす。これが国内外の

研究開発の「共栄」につながるとすると、このよ

うな効果が最も期待できるのが上で「共栄」の比

Z８

率が最も高い半導体、次いで新技術開拓分野、コ

ンピュータの順となる。最後のコンピュータ技術

やマルチメディア技術においては海外生産比率が

少ない、または全く無いにも関わらず純粋な技術

開発専担部隊が海外展開を始めており、これらの

分野では日本型の粘り強く改良を重ねるやり方の

強みが発揮し難いため、今回のアンケートの結果

でも国内外の研究開発の「共栄」のシナリオがコ

ンピュータ分野で最も薄いことに反映されている

とみてもよい。

ここで指摘しておきたいことは、今回のアンケー

トの範囲からも、技術開発専担の純粋Ｒ＆Ｄ部隊

が既に海外展開を始めており、しかも技術革新の

早い競争の激しい領域で起こっている、という事

実である。数量的にまだ端緒にあるということは、

時間的余裕があるという多少の救いにはなるにせ

よ、技術開発力の競争力低下は、確実に始まって

いると見るべきであろう。この点についてのアン

ケート回答者の意識は、全く危機として認識され

ていない。見事にゼロ回答である。

回答者の意識には、企業の国籍に関する捉え方

として、日本国籍の企業がその事業基盤の源泉と

なり中核である研究開発の主要な部分を本拠の日

本から国外に移してしまうことは考え難いから空

洞化はおこらない、という信念もあるようだ。然

し、「大競争時代」に企業が生き残るためには好む

と好まざるとにかかわらずグローバルな最適化を

余儀なくされるのであり、特に技術革新の早い競

争の激しい領域の中でもコンピュータ技術やマル

チメディア技術などの分野では国内勢力拡充の基

盤が充実するまでの待つたは無い。そうであれば、

回答者の信念は、このような競争を通じて生き残

り、パイも大きくした上で、少しでも早く国内勢

力を拡充したいし、それは今後の努力で実現でき

る、という信念であろうか。

〈番外２終り＞

第四章新技術開拓分野の研究開発に
ついて

今回の調査では、新技術開拓分野を、新技術・

基盤技術、半導体デバイス、その他のデバイスな

らびにプロセスの３つに分類し、それぞれについ

'､扇、
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て1995年と５年後のＲ＆Ｄの海外比率と海外展開

の意識調査を６社に対して行なった。現状の売上

げは各社さほど大きくはない(年間０～100億円)も

のの、国内のＲ＆Ｄは将来に備えて各社まんべん

なく行なっているが、海外Ｒ＆Ｄにはその比率に

ばらつきがみられる。特長点を列挙すると、

１）海外Ｒ＆Ｄの比率調査結果

新技術・基盤技術（図17）では、マルチメディ

ア時代を支える画像圧縮･伸長、画像･音声認識、

マンマシンインターフェースあるいは３次元グラ

フィックスなどでは現状の海外比率は０～30％（平

均１０％）とばらつきはあるものの比較的大きく、

５年後にはその比率は増加（平均10～20％）する

傾向にある。半導体デバイス（図１８）では、海外

比率が現状50％という突出点（１社)が単電子デバ

イスにみられ、その比率は５年後にも変わらない

ものの、他のデバイスでは増加傾向にある。その

他のデバイスやプロセス（図19）については、１

社が現状10％で５年後は20％と回答しているが、

その他は０あるいは無回答となっている。

２）海外展開の意識調査

他分野の調査結果と同じように、海外のＲ＆Ｄ

が増えるのにそれが「国内の研究空洞化を引き起

こす」と回答した社は０である。「空洞化とはなら

ない｣、「共存共栄」の回答で占められている。一

方海外にＲ＆Ｄを展開する理由として、「日本とは

異なる発想を持った人材とそのコミュニティーが

ある｣、「人件費が安い｣、「市場のニーズや現地

生産体制などへの対応に有利である」が挙げられ

ている。

新技術開拓分野では売上高や従事人員数が前述

した半導体やコンピュータのような基幹分野に比

べて圧倒的に少ないために、海外比率は上述した

ように突出点が出たり精度の点で問題が出やすい。

敢えてその比率を比較すると、基幹分野の方が新

技術開拓分野よりもやや高い。しかし規模の差か

ら見て、人数や研究開発費の絶対値ではその差は

広がって基幹分野の方が圧倒的に大きくなるもの

と思われる。したがって研究の空洞化のきざしは

基幹分野が先行する形ですでに現れているとも考

えられよう。また海外展開は人と社会の質と効率

を求めた結果と分析されるので、回答とは異なる

が、国内の研究空洞化を引き起こす可能性の方が

強い。今回のアンケートでは、国内の研究開発が

どれだけ魅力と競争力をもっているかの質的実体

までは調査できなかったが、もし国内のＲ＆Ｄの

質と効率を抜本的に高めずに安易に海外のＲ＆Ｄ

に過度に頼るとすれば、結局国内の研究の空洞化

を加速するおそれがあるので留意すべきであろう。

第五章マルチメディアの研究開発に
ついて

マルチメディア分野に関するアンケート調査の

結果、ほとんどの企業がマルチメディア分野で事

業を展開中で、かつ、ハードウェアの開発を行なっ

ている。また、多くの企業で、ソフトウェアの開

発も行なっていると答えている。

マルチメディア分野の産業には次のような特徴が

ある：

・グローバル化の影響を受けボーダーレス現象

が顕在化しやすい。（図20）

・他産業に比べ海外進出に積極的。（図2'）

･電気、通信分野では、生産拠点での研究開発

を目指して、アジアへ進出する傾向がある。一

方、‘情報サービス分野では、「シーズ研究」のた

め、欧米へ進出する傾向がある。（図22）

（５－１）マルチメディア分野Ｒ＆Ｄ概要

現在、海外でのハードウェア研究開発比率は、

０～５％に留まっているが、研究開発でのネック

として、急激な技術革新、激しい価格競争、開発

費の増大、新発想の必要‘性があげられている。つ

まり、従来日本が得意としてきた、「じっくりと改

良を行なってより良いものを開発する」と言った

手法が使えず技術の進展に追従することが困難に

なっていることが分かる（図23)。また、先端的な

ハードウェア要素技術を持ってはいるが、情報通

信インフラ整備の遅れや各種規制のため、思うよ

うに実用化が進まず、将来に対する不安を持って

いることも分かる。つまり、基礎技術力に関して

は、国内に十分な技術と能力が蓄えられていても、

実用化研究は海外で始めざるを得ず、結果的に海

外への研究開発のシフトが発生している。

一方、ソフトウエアの海外研究開発比率は、０

～20％まで分布しており、ハードウェア同様、人
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材不足、市場の不透明‘性、業界標準の行方など、

海外主導の技術の将来動向が読めないことが多く

の企業から指摘されている。特にコンテンツの部

分に関しては、独創性、芸術'性、起業家精神など

を持つ人材の不足が挙げられている。現状では、

日本がコンテンツ部分での主導権を持っていると

はいえない。これは、従来、マルチメディアコン

テンツとしてハリウッドに代表される映画などが

想定されていたためと思われる。

しかし、ゲームソフトのように個人に密接した

コンテンツの日本のレベルは高く、定評のある日

本製家電製品に対する評価と根底ではつながって

いるものと考えられる。従って、マルチメディア

コンテンツにおいても高い完成度を持つアニメー

ションやゲームソフトウェアのような個人向け、

あるいは、日本古来の伝統に根差したコンテンツ

を中心として展開を行えば、今後は、積極的に世

界をリード出来る可能性があると考えられる。

アンケートによれば、将来のマルチメディア研

究開発に必要な素養や教育としては、ソフトウエ

ア技術者の独創性、教育、芸術と技術センスとの

融合、人文系知識、起業家的精神などを挙げる声

が多く、すなわちコンテンツ面での素養が強く要

求されていることを示している。

日本の産業の将来を考える上で、マルチメディ

ア産業は、他産業の基盤ツールとなる可能性を持

ち、その特性を利用することで、都市間格差、距

離の克服、ベンチャービジネスや、バーチャルファ

クトリに代表される社会構造変革の力を秘めてい

る。

このような動きを推進し、研究開発空洞化を抑

止するためには、以下のような国の施策が重要で

あると考えられる：

・ハードウェアの分野で、今後も先端的な開発

を続け、研究の空洞化を防ぐために、要素技術

の実用化を阻んでいる規制の緩和を行なう。

・ベンチャービジネスの育成を推進するため、

規制緩和と同時に、資本制度の整備等への金融

面からの刺激を与え、マルチメディア産業が自

立的に成長プロセスに向かうという正のフィー

ドバックが働くようにする。

・マルチメディアに係わる技術から文化／芸術

2り

までを融合した教育機会をつくると共に、受験

のあり方を変え、与えられた問題を解く能力だ

けではなく、問題がどこにあるか発掘する能力

を有する人材を育成する。

・ソフトウェアの分野での発展を進展させるた

め、アニメーションやゲームなどを生み出す優

秀な人材を活用する枠組の作成を行なう。

・今後は、一国のみが情報を発信するのではな

く、多くの国の多様な情報が行き交う社会とな

るので、国内外の優秀な能力を集結するための、

いわゆるＨＵＢ機能の実現を目指す。

・マルチメディア環境をより向上させるため、

公的資金を用いてデータベースの構築、情報を

流通させるためのインフラの整備を行なうとと

もに、データの再利用を促進するための知的財

産権の整備を行なう。

・国が率先して、行政、医療福祉などのサービ

スをマルチメディアインフラ上で提供すること

で、多くの国民がマルチメディア社会の恩恵を

受けられる様にする。

これらにより、日本における研究の空洞化を防

ぐのみならず、高い文化レベル、高い資本力、高

い平均教育レベル、伝統的な日本文化などの特徴

を生かして、今後の発展を考えて行く事が出来る

と考える。

第六章大学・企業における教育・研
究状況について

半導体・コンピュータ関係分野での研究開発の

空洞化の現状についてのアンケート調査結果から

は、空洞化の予兆が見られる。今後の空洞化を抑

止するために大学など教育研究機関が今後どう対

処すべきかについて、調査報告、アンケートデー

タ、そして委員会で出された意見を基にまとめた。

参考文献〔４〕および〔５〕によると基礎研究

といくつかの特定分野の開発において、日本より

も海外で実施する方が有利であるとの判断がなさ

れている。特定分野として、例えば、集積回路の

設計が挙げられた。

今回のアンケート調査では、研究所の海外展開

の理由として、米国や欧州には、日本とは異なる

発想の人材とそのコミュニティがあること、余人

'‘爵翰１
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で代えがたい研究能力の人材が得られること、が

挙げられている。よりあからさまに言えば、独創

的な人材と、専門的に並外れて優秀な人材、が海

外に積極的に求められている、と言える。

これに対して、国内でも海外に負けない程にこ

れらの人材を集めることができるようになれば、

海外の研究所と国内の研究所とからの成果が加算

そして相乗されて、将来大きな発展を期待するこ

とができる。このような発展が期待できるように

するには、特定分野、例えば集積回路設計、の人

材育成、そして独創的な人材育成、さらに専門的

に並外れて優秀な人材育成を、国内で、今後、こ

れまで以上に促進する必要がある。そうでなけれ

ば国内の研究開発が縮小され、海外での研究開発

のみが増大することになり、空洞化が進行するも

のと考えられる。

上記の人材育成要請に対して、大学および企業

の教育研究についての今回のアンケートから、大

学では、集積回路設計に関わる研究および講義が

少ないこと、企業内教育によりこれが補われてい

ることが読み取れる（図24,25)。以前より指摘さ

れてきたこの問題に対して、最近、大学および企

業が協力して集積回路設計試作の教育研究体制が

整えられつつあり、また大学学部および大学院に

集積回路設計までも含めた講義が拡充されてきて

いるが、産業界からはＬＳＩ設計教育のさらなる

充実が要望されている。急速に進歩する最新のＣ

ＡＤ技術などをどのように講義や実習に取り込む

か、などをはじめとして検討すべき問題も多く、

この検討において産業界と大学との協力は重要で

ある。

さらに、産業界からは、大学での先端ＬＳＩ研

究への継続的な国家的支援を行うべきであるとの

指摘がある。参考文献〔６〕では、日本の半導体

産業の課題として、高度な設計力・技術開発力を

要する製品開発が必要であり、このために、長期

にわたり優秀な人材を半導体産業に確保すること、

産業界と大学の提携により半導体研究の活’性化や

独創的アイディアを創出することが不可欠である

ことが述べられている。ところが現状では産学の

マッチングの度合に問題があり、従来からの産学

関係を根底から変え、長期的展望に立ち、相互信

頼の下に協力関係を樹立することが必要であるこ

と、そのための仕組みとして産学共同研究推進組

織設立が提案されている。

独創的な人材、専門的に並外れて優秀な人材が

輩出するように、大学での教育研究あるいはすべ

てのレベルでの教育の改革が必要であることが文

献５に述べられている。独創的な人材育成の必要

‘性は以前から言葉では指摘がなされてきたが、研

究開発の海外展開の進行という形で事実として見

せつけられていると言えよう。これに対しては、

産官学で真剣な議論をする必要がある。

大学改革、例えば、大学院重点化の改革目標に

これらの項目が明確かつ具体的に組み込まれる必

要がある。また、この問題は大学入試および大学

以前の教育にも関係する。まず、大学入試につい

ては、例えば、物理を受験せずに電気・電子工学

へ入学が可能という事態が生じているが、これは

このままでよいのか。大学入試で、独創性・個‘性

的な発想を試すことができる設問の可能性はない

のか。産業界から大学へ、これらの問題の検討、

改善の要望が出されている。次に、高校教育につ

いては、例えば、理科・技術の面白さを感じさせ

伝える教育、基礎学力と創造性の酒養など、産業

界から教育関係者に要望が出されている。

専門的に並外れて優秀な人材育成については、

大学としては、全国にいくつかのセンターオプエ

クセレンス（ＣＯＥ）が制定され、今後実効が挙

がってくることが期待される。このような研究を

促進するためには、もっと自由に産業界の資金が

大学の研究に使えるようにし、また、研究成果は

産業界に自由に渡すことができるようにシステム

を整備しなければならない。こうすることにより、

大学における研究テーマの選択や、研究分野の選

定が、世の中の動きに敏感に反応するようになり、

結果的によりアクティブな活動が行なわれるよう

になる（参考文献〔６〕）。

また、人材流動が重要であり、大学は産業界の

人材をもっと積極的に登用してはどうか、との指

摘が産業界からなされた。大学活動の評価につい

て、社外重役のように産業界から、また、外国の

大学・産業界から、評価委員を選んで評価やラン

ク付けをしてもらう、など、より多面的に評価を
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受けることを大学に義務付ける提案が産業界から

なされた。専門的に並外れて優秀な人材育成につ

いては、大学での教育研究の改善と同時に、企業

側においても、スペシャリストとしての採用、そ

れに続くスペシャリスト育成、スペシャリストと

しての待遇、などにおいて優秀なスペシャリスト

を魅きつけるための工夫の余地があろう。

今回のアンケート調査で研究所を海外に設置す

る理由として挙げられた、日本とは異なる発想の

人材が得られる、ことについては、外国なのだか

ら日本と異なるのは当然とも言える。どう異なる

か、が問題であり、上ではこれを独創性と特定し

て議論した。もう一つ重要な点として、個人の主

体‘性がある。

主体‘性を促進させるために、現在、大学では

様々な工夫を行っている。大学入試に向けた詰め

込み勉強に代表される非主体的行動から、主体的

な勉学に切り替えるための転換教育を入学直後の

講義に取り入れている。大学改革、教育改革では、

既にこのような工夫が凝らされていが、研究開発

の空洞化抑止の観点から更に工夫をする必要があ

る。

第七章大学への委託研究について

（７－１）委託状況概要（図２６，２７，２８，２９）

アンケート対象企業のほとんどが委託研究を実

施している。国内大学については、一件当たり平

均90万円弱程度、海外大学については一件当たり

平均1500万円から200万円と幅があるが、平均は約

400万円ほどである。委託研究の理由については国

内大学については大学の技術レベルを1こついで研

究成果よりリクルートが多く、海外大学について

は異なった発想、高い研究能力や大学の技術レベ

ルが多い。５年後については、国内大学は現在の

延長、海外大学については増加と予想している。

冠講座については国内大学は一件1000万円から

２億円、海外大学は1000万円から２億5000万円で

あり、理由は大学の技術レベル、社会貢献と国内

外とも共通である。

５年後については国内外とも減少と予想してい

る。

一件あたりの金額と委託研究の理由から考える

２２

と、国内大学への委託は奨学寄付金が大部分であ

り、企業にとっては具体的な研究成果を目指した

ものと言うより、大学とのおつきあい的な意味合

いが強い。５年後の予想の中で委託研究の理由と

してリクルート目的を明示した回答がないという

点は、企業が国内大学とのつきあい方を変えよう

と言う意志の現れかもしれない。海外大学に対し

ては、一件あたりの委託費用の額の多さと多様さ

から、具体的な目的を持った研究委託を行ってい

ると判断できる。また、５年後に明確に件数の増

加を予想していることから、企業は海外の大学と

の関係を広げる、もしくは強める意志を持ってい

るものと見える。これは、国内よりは海外での研

究開発への企業の期待が大きいともみることがで

き、企業の研究開発の海外へのシフトの可能性を

示している。

（７－２）委託研究の舞台裏

日本では企業と大学との関係は受託研究や委託

研究にたいして奨学寄付金がぼぼ10倍の規模と、

殆どが奨学寄付金の形で進められてきた。これは、

産学共同に対して戦後日本の大学が消極的であり

続けたこと、委託研究や受託研究制度に比べて小

額ではあるが使い勝手の良い方式であること等に

よる。企業にとって、奨学寄付金は比較的小額を

多数の大学・研究室に出すのに適しており、殆ど

の場合いわば特定大学、特定教授とのお付き合い

的性格のものとなっている。企業が大学の研究よ

りも優秀な卒業生の供給を期待してきたことも、

この制度が主体となっている理由と考えられる。

これに対して、海外の大学には優秀な卒業生の

供給を期待するという視点は無いので、純粋に研

究成果を期待する比重が高くなり、委託研究費も

単にお付き合いでない実質的な額になっているも

のと思われる。

将来について、企業の目的の中からリクルート

がなくなっているのは、企業が大学との関係を見

直しはじめている現れと見ることができる。第一

には情報通信分野や、ＬＳＩ分野の急速な技術革

新と、技術の広がりと融合の加速などによっても

はや企業が必要な研究開発を全て自前で行うこと

が不可能になっており、基礎的な研究での大学へ

の期待が高まっている。第二には国内の産業構造

縄雨）

’鴎葱、



緑

綱

を初めとし、製造、流通等のシステムが大幅な見

直しを迫られているなかで、企業の人材の資質に

対する要求が変わってきている。このような状況

の中で、企業にとっては国内と海外という差が本

質的な意味を持たず、必要な研究領域に関してア

カデミズムでリーダシップを取っている所との結

びつきを強める方向に動いていくと思われる。従っ

て、日本の大学が研究面で世界的なリーダーシッ

プを取れない分野では研究の重心が海外にシフト

していく可能性が高い。

第八章海外大学との契約形態について

（８－１）結果の概要（図30,31）

対象となる大学は欧米が大半で、アジアとオセ

アニアが一部。契約期間は半年から２年以上まで

様々である。研究成果の知的所有権については共

有が最も多く、次いで企業に帰属となっている。

契約業務については特に問題を感じていない。ま

た、結果についてはほとんど全ての企業が満足し

ている。（図32）

大学の所在地から考えて、研究開発の対象は基

礎分野か先端技術分野が主体と考えられる。契約

期間の多様さは個々に具体的な成果目標を持った

契約が多いことを示しており、結果についての満

足度はほぼ期待した成果が得られているものと想

像できる。契約事務について特に問題が指摘され

ていないことから、今後とも具体的な成果目標を

持った委託研究や共同研究が進められていくと考

えられる。

契約事務などについては米国の大学は専門のス

タッフを用意しているので事務的な問題はあまり

無いものと思われる。欧米のトップクラスの大学

は企業からの資金導入にきわめて熱心で、具体的

な内容や研究紹介をもって学長や学部長が企業巡

りをしている。このため日本の企業の欧米大学に

対する一種の敷居の高さが大幅に減じており、委

託研究や共同研究を進めやすい状況になっている。

第九章国内大学との委託研究阻害要
因について

(９－１）アンケートの概要（図33）

国内の大学との委託研究の阻害要因と企業が考

えているのは、第一に大学の技術、学術レベル続

いて、知的所有権、大学側の対応の仕方等である。

成果のフィードバックや契約上の法規制について

は個別の事情の差により問題視の仕方が異なって

いる。空洞化対策として国内大学との共同研究や

共同開発の推進は有効であるとの判断であるが、

全体的としてみたときの大学や企業の技術レベル

が低いこと、大学教授の兼業権や人材交流が不十

分であること等が課題とされている。

国内の大学については、すでに検討したように、

奨学寄付金制度を仲介とした委託研究が大半であ

り、今までの交流はいわばおつきあいを継続する

と言う意味合いが強かったと思われる。企業の側

としてはこのような状況からより効果的な共同研

究や共同開発を進める方向に進もうとしたとき、

一部の有効な共同研究が成立している場合を除い

て国内大学の技術力に問題を感じている。企業は、

大学や企業の技術力を上げるために、優秀な大学

教授の活動の場を広げるための兼業規制の大幅緩

和や、閉じられた世界で大学が沈滞することを防

ぎ、より活‘性化するための、相互人材交流や、大

学への外国からの優秀な研究者の導入が有効と考

えている。

企業が国内大学の技術力に問題を感じているの

は、少数の教授・研究室を除いて日本の大学が企

業の期待にそえる結果を出せないと評価している

ためと思われる。企業にとっては大学が国内にあ

るか海外にあるかという点は意味を持たなくなり

つつあるので、現状が続けば産学共同の重心が海

外にシフトしていく可能性が十分にある。国内大

学の技術・学術レベルの原因は第一に人材、第二

に研究設備・資金である。特に、大学教員の大半

を自学出身者で占める、或いは自分の弟子を後継

にすえるといった人事の固着は技術革新の激しい

先端分野で研究をリードする人材育成には適さな

い。また、このような同質性は研究者の切瑳琢磨

の機会を阻害する。様々なバックグラウンドを持っ

た研究者間の相互啓発による研究の活性化をはか

るためには国内にとらわれない人材の流動化が必

要で、それを阻害している諸規制の緩和と流動化

を促進する施策が必要である。
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第十章博士課程出身学生の就職状況
について

大学のアウトプットたる博士課程出身学生につ

いて、いくつかの大学について、その就職状況を

調査した。博士課程学生は将来の研究開発を担う

重要な人的ソースであり、国の政策もあって留学

の数も増加している。博士課程修了者が、日本国

内あるいは外国の研究機関へどのように定着して

いるかを知ることが研究開発現場の吸引力を示す

ものとして意味があると考え調査した。その結果

を以下にまとめた。

（1卜１）アンケートの概要（図34）

博士課程学生は増加しつつある。回答いただい

た５つの大学で、電気･情報系で年間およそ110人。

これらは多くの博士課程学生を擁する大学をいく

つか含んでいるので、全国の大学について外挿す

ると、電気情報工学系博士課程修了生は年間約

150人前後であろうか。年々増加の様相を呈してい

る。

博士修了生の就職先はこれまで、教育・研究分

野へ限られていたと思われがちだが、その就職先

は50％強とむしろ企業が多い。即戦力として評価

されつつあるのであろう。留学生の就職が日本の

研究機関、企業では容易でない。従って、ほとん

どの留学生の就職先は帰国あるいは米国など他の

国ということにならざるを得ない。しかし、理解

のある企業もなくはなく、なかには日本人と同等

に扱う所もあり、海外拠点形成へ向けて日本企業

の留学生採用の道も開けてきていると思われる。

「博士課程学生は減りつつある、留学生が大半

を占めている」と、いうのは10年ほど前の迷信で

あって、博士課程学生は徐々に増加し、企業への

就職が50％を越えつつある。参考までに、ある大

学の博士課程学生数の経緯を図35に示す。

国際的にみると、米国、欧州はすでに研究開発

の重要な担い手は博士課程修了生が主要な部分を

占めている。わが国でもさらにこの傾向が進むと

考えられる。

まとめ

会社の業績によるレイオフが日常的に行われる

2４

米国においても、開発エンジニアのレイオフが始

まると、その会社は危険信号であると言われてい

る。コンピュータ技術の項目にあるように、技術

革新が大きく動いている分野で、技術項目によっ

ては50％のＲ＆Ｄ勢力が海外にある、または50％

を目指して海外比率が増加しているものがある開

発体制は、仮に国内勢力の減少を伴っていないと

しても、大きな問題として認識するべきであろう。

にも関わらず、当事者は空洞化を全く意識してい

ない、若しくは問題とは思っていない。

今回のアンケートを通じて、特徴的な事象とし

て浮かび上がった問題点は、ここに述べた、一見

矛盾する回答に凝縮して現れていると考えられる。

会社規模の拡大と経営の効率化を求めて海外展

開してきた電子産業は、先ずは商品のマーケット

として海外に販路を求め、次に消費地生産の原則

や国家間貿易収支バランスにドライブされて生産

拠点の海外展開を進めてきた。最後に残ったもの

が会社の未来を託すべき開発部隊の処遇である。

アンケートによると、開発部隊の性格として、生

産拠点のサポート組織としてのものと、純粋に技

術開発専担の役割とがある。海外展開している

Ｒ＆Ｄには、両方の'性格の組織が含まれている。

半導体の場合もコンピューターの場合も、生産の

海外比率が高い場合、生産サポート的な役割の開

発部隊が応援団として活動している。この分類に

属する開発リソースは言わば生産部隊の間接要員

とも考えられ、ある意味では必然的存在とみなさ

れている。一方海外生産比率が低い、または全く

していないのに戦略的に海外Ｒ＆Ｄを行っている

ようなケースは、純粋な技術開発専担部隊と考え

られる。商品の存在が見えていない基礎基盤研究

分野において、海外展開が活発であることはこう

した例と言える。

半導体く番外#１＞分析によると、デバイス･プ

ロセスに近い分野では海外展開は進んでおらず、

開発は国内に閉じている。理由は、生産部隊の主

力が国内にいるから、ということである。活発に

展開されている海外生産拠点に対しては、国内か

らサポートしていると解釈される。一方、設計の

上流など、ソフト指向の強い部分は、海外の開発

が活発で、開発された技術は、どんどん国内に持

'零漁１
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ち込まれているという。開発地で主として用いら

れていると言うことではないようだ。これらを見

ると、海外生産比率が高いということが、必ずし

も開発の海外展開と直結していないようである。

さて、技術開発力、人的Ｒ＆Ｄリソースから見

て開発の海外展開が問題となるのは、純粋開発専

担部隊の海外展開が顕著になった場合と考えられ

るが、この<番外#１＞分析のように、海外生産比

率の高低と、開発専担部隊の海外展開とが別個の

動機で実行されているとすると、上に記した「開

発の海外展開の実態と、当事者の意識とのずれ」

の説明は必ずしも簡単ではない。

しかしながら、ここで指摘しておきたいことは、

今回のアンケートの範囲からも、技術開発専担の

純粋Ｒ＆Ｄ部隊が既に海外展開を始めており、し

かも技術革新の早い競争の激しい領域で起こって

いる、という事実である。数量的にまだ端緒にあ

るということは、時間的余裕があるという多少の

救いにはなるにせよ、技術開発力の競争力低下は、

確実に始まっていると見るべきであろう。この点

についてのアンケート回答者の意識は、全く危機

として認識されていない。見事にゼロ回答である。

先に述べたように、回答者側の認識として、海

外Ｒ＆Ｄ比率が、どの位になっている状況を適当

と考えているかは、この問題の分析をまとめるに

ついて重要な視点である。しかしながら、基幹産

業の主要技術分野において項目によっては50％に

達する海外Ｒ＆Ｄが現存し、しかも増加基調であ

るということは、将来に向けての警鐘と受けとめ

るべき、重大事であろう。

海外展開の理由の約半分が、人材に関する理由

とされていることから、教育の問題は重要である。

六章に述べてきたように、産学の協力により、人

材の育成を適正・多様化する事の重要′性は論を待

たない。また、大学と企業が分担を進め同一のテー

マに共同で取り組む仕組みの積極的推進は、研究

開発リソースの効果的活用、産業ニーズへのアカ

デミズムの迅速な対応、カリキュラムの機動的再

編成と言う短期的効用の他に、共同作業を通じた

人材雇用流動化の促進、情報交換の活発化による

より柔軟な社会基盤の醸成と言った、副次的長期

的効能も期待できる。こうした大学と産業界との

緊密な相互協力ネットワークが構築されることに

より、様々な局面での人材登用、リソースの円滑

な循環が実現し、結果として海外の人材確保が研

究開発海外展開の第一理由であり続ける事態が解

消に向かうことを期待できよう。

一方、研究開発の海外展開が内外の共存共栄を

もたらし、日本の空洞化は起きないという７割以

上の回答が、楽観的に過ぎるという批判があると

すれば、回答者の判断が現状の単純な外挿に頼っ

ている可能性が大きいと推測される場合であろう。

半導体分野の記述にあるように、産業構造の変革

期にあたり、従来の技術領域（製造プロセスなど）

は微動だにしていなくとも、明日を牽引すべき技

術領域（搭載すべき機能・ソフトの開発など）の

知恵を求めて海外Ｒ＆Ｄが展開され始めているの

かも知れない。しかも過去の技術観で理解してい

る故に現状を楽観している、と推測されるなら、

大いに警鐘を鳴らし、啓蒙に努める必要があろう。

日本の電子産業が、これまでの牽引車の役割であっ

たがゆえに、これからもそうあり続けることが可

能であると、無条件に信じることはあまりに危険

が多い。望ましい結果をもたらすために、必要と

される技術領域における彼我の実力の検証作業と、

自らの進歩の方向性の確保に加えて、質的変化を

伴う革新的な技術展開の可能性を見落とすことな

く、今後の方策を真剣に検討する必要がある。

半導体産業におけるパラダイム変化、コンピュー

タにおける小型化パーソナル化の流れ、通信の発

展であるマルチメディア技術の登場と言った産業

の潮流は、物理屋の領域であった物作りの進化を

基礎に、付加価値が発展し産業が拡大した時代か

ら、機能や応用面の開発による付加価値によって

技術が変革、発展、拡大していくと言う、新しい

時代への乗り換えに差し掛かっていることは確実

である。こうした付加価値の転換による産業構造

の変革は、書物の出版において、筆写からグーテ

ンベルグの印刷技術への進歩が重要であった時代

から、本そのものの出版企画・編集という付加価

値にポイントが移行したことになぞらえて考える

ことが出来る。

ソフト・コンテンツに主軸を置く産業の展開を

展望するなら、出版業の隆盛に範をとって考える
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ことも可能である。日本の出版業は、出版点数、

出版部数の両方において、世界で一二を競う規模、

実績、歴史を誇っている。日本語という、世界の

孤児に等しいローカルな言語を背負っているにも

関わらず、である。

一方、従来の日本の主流と言われる産業人に

あって、出版業に代表されるようなソフトピジネ

スを何か四畳半的な内職の延長として一段低く見

下してきた過去があるのではないだろうか。人間

の根源的な欲求である快適さの追及や知的好奇心

の発露、向上心と言ったものを、青臭い書生の議

論として退け、十分な議論と場を与えないままに

放置してきているのではないだろうか。これから

の産業界の変革を乗り越えるために、人間生活の

望ましい形態や文化のあり方から出発する、より

総合的な検討が今求められる。個人のヒューマニ

スティックな合理性をベースにして、物事を整理

し、快適な社会を構築する努力が重要である。社

会の快適度を尺度に、必要な施策によって、新し

い発展を目指すべきであろう。

これからの時代に要求される産業の付加価値は、

日本にも十分に歴史と伝統の備わった出版業のそ

れと全く同質のものではないだろうか。多いに意

を強くして、そして、高い視点で見直すことを忘

れずに、新しい分野を切り開いていきたいもので

ある。こうした努力の積み重ねにより、研究開発

の海外展開にはバランスフォースとしての逆方向

のドライブが必ずや発生し、日本の技術力が真の

グローバル化の一翼を担う時代へと進むことであ

ろう。
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将来の市埋マップが
描きにくい

研究規模の拡大、
開発投資拡大

全くないとは言えない

が解決可能

半導体は対応策を
うってある

("国内空洞化を引き起こす''との回答はゼロ）

将来への不安要素

海外で研究開発を行う理由

2８

図１２海外での研究開発を行う理由

（半導体技術）

図１１海外での研究開発状況

（半導体技術）

Ａ：人件賀が安い

Ｂ：建設経貿が安い

Ｃ：部品、材料などが得やすい
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Ｅ：日本と異なる発想の人材及び
そのコミュニティーがある

Ｆ：法的規制や手続き上の問題が
少ない

Ｇ：市坦のニーズ・現地生産体制
への対応に有利

平衡食箪アシヶート簡畳

図８海外で研究開発を行う理由図７研究開発海外展開比率
（要員又は費用比）
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Ａ：大学へ社員を派過しやすい

Ｂ：社内では得られない部品、
材料、鞍圃がある

Ｃ：大学の技術レベルを見込んだ

Ｄ：研究成果よりリクルート

Ｅ：社会的貢献と考えている

A社Ｂ社Ｃ社Ｄ社Ｅ社Ｆ社

(件数）

１００

８０

６０

４０

２０

０

国内大学への委託理由

への大学の取り組みと企先 ２

図２９海外大学への委託理由
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図２５先端研究分野への取り組み状況(2) 図２６国内大学への委託研究状況

（1995年）

侭

％
ア

95年海外大学への委託研究状況

海外大学との契約形態

図２８海外大学への委託研究状況

（1995年）

海外大学への委託理由

Ａ：人件質が安い

Ｂ：日本と異なる発想の人材及び
そのコミュニティーがある

Ｃ：市場のニーズ・現地生産体制
への対応に有利

Ｄ：余人に代えがたい高い研究能力

Ｅ：大学の技術レベルを見込んで

図３０海外大学との委託契約状況(1)

【委託契約期間Ｉ

停

I委託先大学所在地１

図２７国内大学への委託理由

；
・１件あたり平均雲舵費用
4,190,950円

・５年後の委託件数、金額
ともに倍増を予想
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問題あり

国内大学への委託研究を困難にしている阻害要因

ｗ
抑１

海外大学との契約形態

図３５博士課程学生数の推移
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図３１海外大学との委託契約状況(2) 図３２海外大学との委託研究への見解
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博士課程の留学生／全学生数

'‘扇爾１

博士課程修了者の就職先

図３３国内大学との委託研究の問題点
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【ある大学の例］
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（参考資料２）

｢国内電子産業の技術系・研究系雇用に関する基本検討」

本資料は、世界的なボーダーレス現象にさらさ

れている国内電子産業について、雇用の観点から

議論したものである。具体的には、該産業の将来

予測として３種類のケースを想定し、各ケースで

今後必要とする技術・研究系雇用数と、大学卒業

及び大学院終了者数との関係を検討している。尚、

想定した将来予測とは、(1)競争力のある分野への

移行がうまく進み、現在の成長率を維持して今後

も成長するケース、(2)現状の生産額のまま推移す

るケース、及び(3)競争力のある分野への移行がう

まくいかず、海外生産シフトの影響で現在の成長

率を支えている分野の成長がストップするケース

の３種類である。

１電気通信工学関係の大学卒業者、大学院終了

者数､

●平成12年頃まで、技術系（大学卒業者）とし

て毎年２万５千人程度、研究系（大学院終了

者）として約５千人程度の被雇用者が発生す

る。

【根拠】

・大学及び大学院修士課程入学者数の対前年度比

率の推移を図１に示す。電気通信工学科の入学者

数は、平成３年～５年（平成７年～９年卒業見込

み）の間、約３万１千人から３万５千人強に増加

（平均増加率：約3.2％、大学入学者総数に対す

る比率：約６％）し、平成６年は微減したものの

３万３千人以上入学している。この傾向は、工学

部全体の入学者数推移と概ね一致しており、他学

科との間に特段の差異は無い。但し、大学全体の

入学者数の推移と比較すると増加率は若干低く、

修学比率として飽和状態に移りつつあると思われ

る。

・電気通信関連の大学院修士課程入学者数は、平

成３年～６年（平成５年～８年終了見込み）の各

年で約600～750人ずつ増加し、概ね６千５百人に

至っている（大学卒業者数の約２割)。この増加率

は工学系全体と比較して若干高い。また博士課程

後期への進学者数は概ね６百人程度である。

・図２と３に、高校、大学の進学率推移を示す。

高校への進学率は94％と高く、且つ高校卒業者の

大学進学率は平成２年以降上昇し、約30％を越え

るに至っている。一方、図４の人口ピラミッドか

ら分かるように、大学入学年齢（現役）の人口は

平成２年頃に約206万人とピークを迎えており、平

成５年では約192万人と減少段階に移っている。そ

れにも関わらず、前述のように大学入学者が増加

していることは、社会的な高学歴志向の一般化を

示すものと考えられる。大学の入学定員枠に左右

される可能性があるが、この高学歴志向は当面継

続すると思われる。

・上記分析に基づき、将来の被雇用者数を推定す

る。平成12年ごろまでの大学入学年齢人口は減少

するものの150万以上であることから、高校進学率

94％、大学進学率35％、電気通信工学科の比率

６％より、各年３万人弱が卒業すると推定される。

この内、約２割の５千人が大学院に進学するもの

と推定される。以上から、大学院への進学者を除

く電気通信工学科卒業者数約２万５千人、博士課

程への進学者を除く大学院卒業者数約５千人を被

雇用者数と想定した。

２国内電子産業の総雇用者数

●雇用として、定年による退職者数を補うため

の定常的な雇用（以後「サイクル雇用」と呼

ぶ）と、研究投資増に対応する新規雇用（以

後「単純増雇用」と呼ぶ）の２種類を考慮し

た。総雇用者数は両者の和とした。

２．１サイクル雇用

（ケース１）国内生産額が現状の成長率を持続

する場合：

技術系として毎年約３万人、内、研究系とし

て毎年約５千人の雇用が発生する。

（ケース２）国内生産額が増加せず一定の場

合：

技術系として毎年約１万８千～９千人の雇用

に止まる。

（ケース３）現在競争力を有する分野の生産額

EAJInformationNo､69／1997年７月鉛



増加がストップし、国内生産額が低下する場

合：

毎年１万３千人程度の雇用しか発生しない。

【根拠】

・電子機械工業の国内従業員数は、図５に示すよ

うに概ね120万人前後で推移している。一方、海外

従業員数は毎年着実に増加しており、平成５年に

は全従業員数のほぼ１／３を占めるに至ってる。

この傾向は、図９に示す海外生産比率の上昇と合

わせ、産業界の海外生産シフトへの影響が雇用の

面に波及していることを如実に示すものと考えら

れる。

・全業種のホワイトカラーの職種別構成比率（図

６参照）より、技術専門職の比率は約42％である

ことから、労働人口は約50万４千人と推定される。

また、国内電機産業の研究者数は、図７より平成

７年で15万人近くにまで増加していることが分か

る。

・６０歳定年制の浸透を仮定すると大学卒業者の勤

続年数は26～28年である。従って、国内生産額が

現状のまま変わらず、従業員数も一定である場合、

技術系では概ね毎年１万８千～９千人のサイクル

雇用が発生すると考えられる。このうち研究者は、

毎年約５千人程度であろう。

・電子機械工業の総従業員数の変化は、国内生産

額の変動と連動しており、両者の比率を求めると

概ね5.54万人／兆円（一人当たりの生産額：約１

千８百万円／人）になる。図８に示すように、平

成８年以降の電子産業全体の生産額成長が２％付

近（生産額として約４～５千億円増加）を前後す

ると推定されていることから、先の比率で従業員

数も増加すると仮定すると年当たり２万人強の総

雇用増加（技術系として９千～１万２千人程度）

が期待できる。従って、先のサイクル雇用と合計

して、技術系として約２万９千人～３万人の年間

雇用が想定される。

・平成５～７年における電子機械工業の生産額の

内訳を分析した結果を表１に示す。本表より前項

の生産額増加は、主に電子部品の分野で支えられ

ていることがわかる。すなわち、民生用電子機器

の分野は海外生産の伸びとともに生産額が低下し

ており、産業用電子機器でも、増加傾向にあるの

3４

Iま通信機器と電気計測器、電子計算機本体及び電

子計算機を除く電子応用装置のみである。

・機械産業における海外生産比率を図９に示す。

電子産業界は既にＡＶ機器を中心とする海外生産

へのシフトに伴い、国内製造分野の住み分け／差

異化を進めてきた。先に述べた生産額の成長２％

は、競争力を有する分野の生産額上層により達成

されたものと思われる。そこで、仮に現在競争力

を有するこれら分野までも生産の主体が海外に移

行して、国内での生産額が頭打ちになった場合の

雇用を想定する。はじめに、表１に示す通信機器

と電子部品の生産額が平成５年以降一定であった

と仮定し、国内生産額の成長率を求めた結果、図

８のケース３、すなわち国内生産額が毎年概ね１％

程度（額として約２千３百億円）減少していたこ

とが分かった。次に、この低下傾向が将来に亘っ

て継続し国内生産額が減少する場合を想定すると、

先の総従業員／生産額比を当てはめることにより、

各年の技術系従業員の削減数として約５千人が導

かれる。この削減が退職者数の補充数低減により

実現されると考えると、前記のサイクル分の一部

と相殺されて１万３千人程度の雇用しか発生しな

い。すなわち、退職による従業員減少が全て補わ

れないケース３では、限られた数の新規雇用しか

発生しないこととなる。

２．２単純増雇用

●90年台前半の年６千人強の研究者増が今後と

も継続するとは考え難く、研究投資の増加に

伴う単純増雇用数は漸次低下する。

【根拠】

・諸外国における研究費の対国民総生産比の推移

を図10に示す。日本では平成２年以降概ね３％付

近を推移しており、欧米諸外国と比較しても最高

の水準にある。また産業別でみると、医薬品工業、

化学工業、通信・電子・電気計測器工業、及び電

気機械工業の分野で、新しい技術に対する依存度

が高く研究投資が大きい傾向がある。

・通信・電子・電気計測器工業、及び電気機械器

具工業の売上高に対する研究費比率は、図11に示

すように約６％にまで上昇した。尚、研究費比率

が最も高い医薬品工業の場合、比率は８～９％を

推移している。従って、まだ若干の研究投資増加

β輪§１

鋼
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癖

の可能性はあるものと考えられる。しかし全従業

員数に対する研究費者比率は、図12より通信・電

子・電気計測器工業で約12％、電気機械器具工業

で８％強に達しており、先の医薬品工業での比率

約９％と同等か上回っている。また電機産業にお

ける各年の研究投資増加の割合は僅かながら減少

傾向にある。

。以上の分析から、医薬品工業並に至った電気・

電子関連工業の研究投資は今後飽和傾向を示すと

考えられ、従前の単純増雇用は期待できないと思

われる。

３結論

以上の分析から、大学及び大学院卒業者に対す

る産業界の総雇用者数を整理すると、該産業の将

来予測別に、以下のように予測される。

［ケース１：国内生産額が現状の成長を持続］

大学及び大学院卒業者数と雇用者数が桔抗す

る。

［ケース２：国内生産額が現状のまま変化せず］

大学卒業者数が、雇用を約１万１千人強上回

る。

［ケース３：競争力を有する国内生産額が現状

のまま変化せず］

１万６千人程度の大学卒業者の雇用が、国内

電子機器産業界に存在しない。

民生用電子機器で顕著な海外生産シフトが、電

子デバイスや通信機器関連に広がると（ケース３)、

日本の雇用状況は憂慮すべき状態に陥る危険‘性が

ある。従って、現在の技術競争力を維持・拡大す

るとともに、新規産業の開拓と需要喚起が急務と

思われる。

尚、上記の雇用数はあくまで大学卒業者のみを

考えた場合であって、高等専門学校や高等学校卒

業者を考慮していない。近年、図13に示すように

研究補助者の数が減少傾向にあることも合わせ、

若年齢層に対する雇用の検討も必要と思われる。

本資料をまとめるにあたり、ＮＴＴアクセス網

研究所の三川泉氏に、多大な労力を割いていただ

いたことに感謝します。

４参考文献

文部省：「学校基本調査報告書」

総務庁：「国勢調査報告」

｢日経エレクトロ

通産省：「工業統計｣、「通商白書」

日経ＢＰ社：「日経ビジネス｣、「Ｅ

ニクス」

科技庁：「科学技術白書」

総務庁：「科学技術研究調査報告］
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1997／
1ｑｑＲ

産業用電子機器 102.7 102.7 110.5 102.2

電子計算機本体 104.1 110.2 108.0 106.4

通信機器 100.6 112.4 123.4 98.8

電気針測器 96.0 121.8 106.7 97.4

民生用電子機器 90.7 87.8 87.0 95.9

電子部品 107.5 112.3 95.8 101.7
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